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第１章 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

1. 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第7条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を求めるため、

環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）を作成した旨及びその他の事項を公告し、方

法書及び要約書を公告の日から起算して1月間縦覧に供するとともに、インターネット利用に

より公表した。 

 

（1）公告の日 

平成26年10月6日（月） 

 

（2）公告の方法 

① 日刊新聞による公告 

平成26年10月6日（月）付で、下記の日刊紙に「お知らせ」広告を掲載した。 

・北海道新聞（朝刊33面：第１社会面）  〔別紙1参照〕 

 

② 広報誌によるお知らせ 

下記の石狩市及び当別町の広報誌に「お知らせ」を掲載した。 

・広報いしかり 平成26年10月号（19ページ）  〔別紙2参照〕 

・広報とうべつ 平成26年10月号（15ページ）  〔別紙2参照〕 

 

③ インターネットによるお知らせ 

平成26年10月6日（木）から、下記のホームページに「お知らせ」を掲載した。 

・事業者ホームページに掲載  〔別紙3参照〕 

・北海道庁ホームページに掲載  〔別紙4参照〕 

・石狩市ホームページに掲載  〔別紙5参照〕 

・当別町ホームページに掲載  〔別紙6参照〕 

 

（3）縦覧場所 

下記の関係自治体庁舎において縦覧を行った。また、事業者のホームページにおいて、イ

ンターネットの利用により公表した。 

 

① 関係自治体庁舎での縦覧 

 ・北海道環境生活部環境局環境推進課（北海道庁本庁12階）   

 ・石狩市環境市民部環境保全課（石狩市役所本庁舎3階）   

 ・当別町住民環境部環境生活課（当別町役場本庁舎１階）   

 

② インターネットの利用による公表 

 ・事業者ホームページにおける方法書及び要約書の公表  〔別紙3参照〕 

※北海道、石狩市及び当別町のホームページに上記事業者ホームページへのリンクを 

掲載することにより、方法書及び要約書の参照を可能とした。   
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（4）縦覧期間 

平成26年10月6日（月）～平成26年11月6日（木）まで（土・日・祝日を除く） 

午前9時～午後5時まで 

※なお、インターネットの利用による公表は、上記の期間中、常時アクセス可能な状態とした。 

 

（5）縦覧者数 

縦覧者数（総数） 10名 （縦覧者名簿記載者数） 

（内訳） 

 ・北海道庁 1名 

 ・石狩市役所 9名 

 ・当別町役場 なし 

なお、インターネットの利用によるウェブサイトへのアクセス数は622回であった。 
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2. 環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第7条の2の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明

会を開催した。 

説明会の開催の公告は、方法書の縦覧等に関する公告（お知らせ）と同時に行った。 

 

（1）開催日時 

平成26年10月25日（土）18時30分～20時40分（石狩市八幡コミュニティセンター） 

平成26年10月26日（日）18時30分～19時45分（当別町西当別コミュニティセンター） 

 

（2）開催場所 

石狩市八幡コミュニティセンターアリーナ（石狩市八幡2-332-12） 

当別町西当別コミュニティセンター大会議室1、2（当別町太美町22-7） 

 

（3）来場者数 

石狩市八幡コミュニティセンター 29名 

当別町西当別コミュニティセンター 6名 

 

 

3. 環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第8条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を有する者の意

見書の提出を受け付けた（意見書のフォーマットは、別紙7参照）。  

 

（1）意見書の受付期間 

平成26年10月6日（月）～平成26年11月20日（木）まで 

縦覧期間及びその後2週間とし、郵送受け付けは当日消印有効とした。 

 

（2）意見書の提出方法 

・縦覧場所に備え付けた意見書箱への投函 

・事業者への郵送による書面の提出 

 

（3）意見書の提出状況 

意見書の提出は13通（意見書箱への投函12通、事業者への郵送1通）であった。 
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第 2 章 環境影響評価方法書について提出された環境保全の見地からの意見の概要と事業

者の見解 

「環境影響評価法」第8条第1項の規定に基づき、方法書について、環境の保全の見地か

ら提出された意見は64件であった。 

「環境影響評価法」第9条及び「電気事業法」第46条の6第1項の規定に基づく、方法書に

ついての意見の概要及びこれに対する当社の見解は、次のとおりである。 
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環境影響評価方法書について述べられた意見の概要と当社の見解 

 

事業計画について 

№ 意見の概要 当社の見解 

1 （仮）八の沢風力発電事業に係る環境影響評価
方法書(要約書)のP1に記載されている「エネルギー
自給率は原子力を除いて、約4%という状況」と述べ
てありますが。 
①日本のエネルギー自給率が4%とされているのは何
を根拠として有るのでしょうか。 
②原子力発電が自給エネルギーによるものであると
されていますが、その理由についておしえていただき
たい。 

 

①日本のエネルギー自給率（原子力を除
く）は、「平成24年度エネルギーに関する年
次報告（エネルギー白書2013）」（資源エネ
ルギー庁）、資源エネルギー庁ホームペー
ジ、北海道電力ホームページを参考に記載
しております。 

②資源エネルギー庁資料によると、原子
力発電の燃料となるウランは海外から輸入
されていますが、エネルギー密度が高く備
蓄が容易であること、使用済燃料を再処理
することで資源燃料として再利用できること
等から、原子力は資源依存度が低い「準国
産 エネルギー」として位 置 づけられていま
す。そのため、既往の資料では、原子力を
含めるか、含めないかを明示のうえ、エネル
ギー自給率が示されており、本方法書にお
いては、①に示した資料を参考に、原子力
を含めないエネルギー自給率を記載いたし
ました。 

2 地球温暖化の原因とされる二酸化炭素を減らす
とされる自然エネルギーだが、その根拠はIPCCの一
方的な見解に基づいているのみで、確たる根拠は極
めて希薄である。 

再生可能エネルギーといっているが、あくまでこれ
は安定的なベース電源が存在してのものであり、こ
のような考え方は、原子力発電所の再稼働を促進さ
せるという世界情勢にも逆行する行為である。 

現に電力各社は、大量に運転し始め、建設され
た太陽光発 電に、経産省のやり方に反するように
電力買い止めの処置を取っている。風力発電も内
容は同じで、それによって作り出される電力は極め
て不安定であり電力も電圧も電流も周波数もバラバ
ラで、とてもではないが電力のクズと言われていると
おり、通常の送電線には流せるような品質が安定し
ていると言えるようなものではない。 

このようなものを、自然環境豊かな土地に作って、
一企業の利益にするなどとは、とんでもない話であ
る。 

このような八の沢風力発電計画は、即刻撤回する
べきである。 

電力中央研究所報告によると、風力のライフ
サイクルCO2排出量は25g-CO2-kWhであり、
化石燃料である石炭火力（943g-CO2-kWh）、
石油火力（738g-CO2-kWh）と比較して、非常
に小さい値となっています。 

また、国では、資源の枯渇、温室効果ガ
スの削減といった観点から、風力発電を含
む再生可能エネルギーのさらなる導入を促
進しています。 

風力発電は、ご意見にもありますとおり、
気象条件による出力変動が大きい側面もあ
りますが、北海道電力では、需要の変動に
応じて火力発電や水力発電による出力を調
整しているほか、大型蓄電池を活用した実
証事業への参画、東京電力との風力発電導
入拡大実証試験の実施等、出力の変動が
電気の品質に悪影響を及ぼすことがないよ
う、技術的な検証を進めながら再生可能エ
ネルギーの導入拡大が進められています。 

このような情勢の中、本事業は、風況が
良いとされる地域の遊休地を有効活用して
風力発電を計画するものであり、再生可能
エネルギーの拡大に寄与していきたいと考
えております。 

3 ・化石燃料に代わるエネルギーについて 
3ページに事業の目的、として書かれているが、燃

焼に伴う地球温暖化等が地球規模の環境問題とし
て顕在化し、化石燃料に代替するエネルギーとして
の風力発電をあげている。 

しかし、風力発電所を建設するよりも、節電による
省エネをした方が、CO2の削減になります。北海道は
昨冬、2010年度の最大電力に比べ6.7%の節電率を
達成しました。これからも少しずつ節電効率を上げて
いけば効果は大となるだろう。風力発電は火発の焚
き減らしによるCO2削減をうたっているが、総発電量
に占める再エネは2.2%でしかなく（2013年「我が国の
再生可能エネルギーの導入状況」資源エネルギー
庁）、お金をかけて再エネ施設をつくるより、節電で

CO2を削減するためには、まずは、ご意見
にもありますとおり、節電などの省エネルギ
ーの推進、さらに、CO2排出量の小さい再
生可能エネルギーの導入・活用が必要であ
ると考えます。 

この再生可能エネルギーの普及をめざし
て、国は再生可能エネルギーの固定価格
買取制度を導入しています。その買取に要
する費用は、電気を使用するすべての方の
再エネ賦課金（再生可能エネルギー賦課
金）によってまかなわれておりますが、再生
可能エネルギーをさらに普及させるために
は必要不可欠な制度であると考えます。な
お、資源エネルギー庁では、再生可能エネ
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№ 意見の概要 当社の見解 

省エネをした方が効果的である。 
再エネ設備は、われわれの納める電気代に上乗

せした再エネ賦課金を必要とし、今後我々の家計を
圧迫する心配が考えられる。送電網に負荷をかける
再エネ、その金銭的負担を国民に負わせてまで再
エネを進めるべきではない。現状では、無駄な風車
を建てずに、節電に努めるべきである。 

（仮称）八の沢風力発電事業は撤回すべきであ
る。 

ルギーが普及すれば、エネルギー自給率の
向上、化石燃料への依存度の低下につな
がり、燃料価格の乱高下に伴う電気料金の
変動を抑えられるといった観点から、電気を
使用するすべての方にメリットがあるものと掲
げています。また、再生エネルギーの買取
価格や再エネ賦課金の単価は、毎年度情
勢に応じて見直され、経済産業大臣により
決定されることから、それぞれ適正な価格設
定がなされているものと考えております。 

このような情勢の中、本事業は、再生可
能エネルギーのひとつとして、風力発電事
業を推進していきたいと考えております。 

4 今現在、原発が全て止っていても電力はまに合っ
ている。 

国民も節電につとめ、電機メーカーも節電型のも
のをつくっている。また風車には火力発電によるバッ
クアップが必要であり、CO2の削減にはならないとい
う事は調べられている。風車は高値の（税金による）
買い取りがなければ、成り立 たない電力 事 業 であ
る。 

風車が回れば回るほど超低周波や低周波による
被害もでてくるであろうし、我々が日々支払っている
再エネ発電賦課金も上ってくる。 

この風力発電には反対である。 

ご意見のとおり、原子力発電所が停止し
ていても、電力の供給は充足している状況
にはありますが、資源の枯渇、温室効果ガス
の削減といった観点から、国では、化石燃料
の代替エネルギーとして再生可能エネルギ
ーのさらなる導入を促進しています。 

風力発電は、電力の安定供給に向けて
バックアップ電源が必要となりますが、北海
道電力では、見解2に記載のとおり、出力の
変動が電気の品質に悪影響を及ぼすことが
ないよう、技術的な検証を進めながら再生
可能エネルギーの導入拡大に取り組んでい
ます。 

また、再生可能エネルギーをさらに普及
させるためには、見解3に記載のとおり、再
生可能エネルギーの固定価格買取制度は
必要不可欠であり、再エネ賦課金の単価も
国によって適正に管理されているものと考え
ています。 

このような情勢の中、本事業は、再生可
能エネルギーのひとつとして、騒音や超低
周波音等による影響にも配慮しながら、風
力発電事業を推進していきたいと考えてお
ります。 

5 八の沢風力発電計画に反対します。 
山の窪みのようなところに風車を建てることもよくわ

からない行動ですが、雑木林の景観が道路作業や
建設作業で荒らされます。 

道外の業者がなぜこの土地に風車を建てるのか
も不信感があります。 

事業予定地内では2箇所で風況調査を
実施しており、その結果、十分な事業性が
見込まれていることから、風力発電の適地
であると考えております。 

また、風力発電施設を建設することによ
り、現況の景観からの改変が考えられます
が、事業予定地敷地境界付近の斜面樹林
地を極力保全する等により、周辺景観との
調和にも配慮していく所存です。 

6 あの素晴らしい自然の中に風力発電を建設しな
いで下さい。 

厚田風力発電の工事を見ました。あのような工事
をしていると最近の日本の大雨状況では、いずれ大
災害になると思いました。道路工事、建設工事をす
ると、大災害をひきおこし、それも132ｍという風力発
電です。恐ろしい事です。 

あの場所は風力発電に適した風力はなく、今後
の大雨、温暖化で、山々の木々はさらに高く、豊か
にしげってゆくと思います。いくら130ｍといえ、夏場
はしげった木々でさらに風は弱くなるでしょう。 

あの場所は冬はかなりの雪になります。故障した
時のリスク等を考えますと、建設メリットがあるとは思
えません。次の説明会では、冬の点検、整備などど
うするのかも説明してください 

本事業は、風況が良いとされる地域の遊
休地を有効活用して風力発電を計画するも
のであり、周辺の環境にも配慮しながら、再
生可能エネルギーの拡大に寄与していきた
いと考えております。 

施工計画の設計にあたっては、ボーリン
グ調査結果等を踏まえて斜面の安定性を
確認するとともに、施工時には、造成箇所を
速やかに転圧・締固めを行うことにより、土
砂の流出防止を図ります。また、十分な調
整能力を有する仮設調整池等を設置する
ことにより、工事中の濁水発生防止を図る
等、造成工事の安全管理、環境保全措置
に努めてまいります。 

施設の供用後には、冬場においても、発
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八の沢に建設する意義が全くわかりません。 電所の保守・運転監視を行うほか、故障等
の非常時にも迅速に対応できる体制を整備
してまいります。 

7 八の沢風力発電事業の場所、石狩でも風の少な
い場所ときいております。設置計画は、民家に近く、
8基もたつということで、低周波の被害が予想されま
す。 

3.5㎞の所には、聚富小中学校もあります。予定
地は、水源池でもあり渡り鳥がひらいしています。 

また、この地には、オオタカ、クマタカ、オジロワシ
の猛禽類が多数います。何のために電気をつくろう
としているのかわかりません。 

石狩市もそこにはたてないてほしい、議会でも同
じときいています。 

やっともどった石油の油田のあと地が30年の長い
時間をかけ、自然にもどった所です。計画を中止し
てください。 

事業予定地内では2箇所で風況調査を
実施しており、その結果、十分な事業性が
見込まれていることから、風力発電の適地
であると考えております。 

また、事業予定地西側の道道527号望来
当別線沿道には住居が分布していること、
やや離れた地域には、聚富小中学校等の
配慮施設が存在すること、事業予定地周辺
には五の沢池等の水域もあり、猛禽類や渡
り鳥もみられる地域であること、といった周辺
地域の環境特性にも配慮しながら、風力発
電事業を推進していきたいと考えておりま
す。 

 

8 事業をする場所は、石狩八幡の石油採掘所の跡
があり、石狩市の史跡として大事な場所です。私達
が、後世に残していくべき場所であります。 

巨大風車が建ち、小中学校（聚富）、民家への低
周波の心配もあります。 
工事の中止を求めます。 

事 業 予 定 地 東 側 の五 の沢 林 道 周 辺 に
は、石狩油田八の沢鉱業所跡の石碑や校
門跡等の史跡がみられますが、事業予定地
内には、油田跡地を示すような史跡は確認
されておりません。 

本事業計画の検討にあたっては、周辺の
住居、聚富小中学校への騒音や超低周波
音にも配慮していく所存です。 

9 事業の目的の中に遊休地の有効活用とあります
が、ここは、コウモリ、渡り鳥（石狩市ではオオジシギ
がよく観察されている）、昆虫などが、多く住む大切
な場所であります。 

この様な場所があるからこそ、石狩市の貴重な自
然 は守 られていると思 っています。大 切 な場 所 で
す。 

この場所での事業の中止を求めます。 

事業予定地周辺は、多くの動物が確認さ
れている地域であることを踏まえ、今後、現
地調査を含めて、動物の生息状況や生息
環境の現況を把握いたします。その結果を
踏まえて、風力発電設備等の配置等の事
業計画や施工計画、環境保全措置の内容
を具体的に検討、設計し、環境影響の回避
又は低減に配慮した事業を展開したいと考
えております。 

10 10/25 に石狩市で行われた事業者による説明会
で、石狩市の意見の内容を知っているかとの質問に
対し、事業者は一般の意見の中にまぎれてわからな
い旨の回答をした。石狩市の意見は石狩市のホー
ムページで一般市民が確認できるようになっている。
石狩市の意見の主な概要は、騒音・超低周波音に
ついては風車建設予定地が住居に大変近接してい
ることから、住民の生活環境への影響を懸念、また、
事業実施予定地が水資源保全地区であることから、
農業用水池である五の沢貯水池への影響を懸念し
ており、「計画の根底となるべき風況調査等を改めて
精査され、本事業の是非も含めて慎重に検討され
たい」と述べている。すなわち、地元合意はとれてい
ないことになる。従って、この事業は進める事ができ
ないので、中止すべきである。 

方法書の説明会においては、配慮書に
対する北海道知事意見の説明はあったが、
なぜ石狩市長意見の説明はないのか？と
いうご質問に対して、「環境影響評価法」に
基づく手続きの流れをご説明させていただ
いた上で、石狩市長意見は事業者には提
出されず、北海道知事意見の中で反映され
る、という主旨の回答をさせていただきまし
た。 

なお、石狩市長意見については、左記ご
意見のとおり石狩市ホームページで確認す
ることが可能であり、本事業計画、施工計画
の検討にあたっては、市長のご意見を勘案
し、引き続き事業予定地の風況を確認しな
がら、生活環境や自然環境に配慮した事業
を計画していく所存です。 

11 風車WT-8は、水資源保全地域にあることから、
建設は止めるべきである。188頁の表7.2-12地形及
び地質に係る調査、予測及び評価の手法（地形改
変及び施設の存在）で、6.予測の手法に「事業予定
地及びその周辺における重要な地形・地質の分布
状況や五の沢貯水池地区水資源保全地域の集水
域を本事業による改変区域と重ね合わせ、環境保
全措置の内容を勘案することにより、重要な地形・地
質に係る環境影響の程度を予測する方法とする」と

今 後、詳 細 な施工 計 画 を設計し、風 車
WT8の改変区域、五の沢貯水池地区水資
源保全地域の集水域、環境保全措置の内
容を踏まえて、重要な地形・地質（水環境）
への環 境 影 響 の程 度 を把 握 してまいりま
す。 
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あるが、地形図（例えば94頁）の等高線を見れば一
目瞭然に、集水域にあることがわかる。なぜ方法書
にWT-8が掲載されるのか甚だ理解に苦しむ。 

12 ・北電との系統連系について 
11ページ（6.2主要な工事の方法及び規模）(3）電

気工事、に北電との連系点は事業予定地内を横断
する既設の望来線の送電柱を予定、と書いてある。
北電のHPの「北海道電力管内の系統連系制約マッ
プ（22kV-110kV）」では、この望来線については熱
容量面から連系制約が生じる可能性があり、受け入
れ可 能 量は10,000kW未 満 となっている。したがっ
て、八の沢のこの計画24,000kWの風力発電施設す
べてを連系することは、できない。 

発電所を建設するにあたって、電力会社との事前
の協議なしには建設は進められないと思う。「方法
書」縦覧の段階で、電力会社との協議が成立してい
なく、かつまた、受け入れ可能量が 10,000kW未満
という制約があるこの計画は、中止して取りやめるべ
きである。 

北海道電力との連系に係る具体的な協
議はこれから行う予定ですが、環境影響評
価 法に基 づく手 続 きは長 期 間 を要 するた
め、将来的に事業をスムーズに展開するた
めの準備として、環境影響評価手続きを進
めさせていただいております。 

 
 
 

13 説明会では「風は充分に吹いている」という説明
だけであったが、会場からの質問があり ｢50mの高さ
で平均5.9m｣と答えていたが、道内では5.9m以上の
風があった所でも風が少ない（足りない）というので
風力発電計画が中止になったところがある（浜中・・・
6.5mを下回った＝6.15m、5.97mで断念）。 

斐太工務店は3,000kw×8基の計画ではあるが、
これはご存知のように、常に最大風速があった時の
最大発電量 2,4000ｋｗである。実際には、この量の
20～25％程というのは、ご承知のことと思います。 

たったこれだけの発電のために、豊かな自然を破
壊しては困る。 

特にここは五の沢池（貯水池）にも近く、下流の方
は長年に渡り農家を営んでいる方達がいらっしゃる。
工事による土砂の流入や、自然雨による（樹木伐
採）災害の可能性は大である。 

また 深くボーリングを行うことにより（今もすぐ近く
で地中から沸いてきている原油がある）何らかの影
響も懸念される。どうか、ここも充分に検討して頂きた
い。 

風況については、事業予定地内2箇所で
調査を実施しており、その結果、十分な事
業性が見込まれていることから、風力発電
の適地であると考えております。ご意見のと
おり、発電量の規模として大きくはないのか
もしれませんが、再生可能エネルギーの拡
大に寄与できればと考えております。 

今後、事業計画、施工計画の検討にあ
たって、事業予定地及びその周辺には、樹
林地が多くみられ、五の沢池等の水域もあ
るといった環境特性にも配慮しながら、具体
的に検討を進めていきたいと考えておりま
す。特に、施工時には、造成箇所を速やか
に転圧・締固めを行うことにより、土砂の流
出防止を図るとともに、十分な調整能力を
有する仮設調整池等を設置することにより、
工事中の濁水発生防止を図る等、造成工
事の安全管理、環境保全措置に努めてま
いります。 

また、事業予定地を含む八の沢は、過去
に石油採掘で栄えてきた地域であることを
考慮し、今後、深くボーリングを行う際には、
十分に配慮していまいります。 

14 冬場に万が一、ナセルの火災等が起きた場合、
現場まですぐに対応に行き、消火活動ができるので
あろうか。 

今迄の風車火災の例をみると、ナセルに入ってい
る大量の潤滑油が燃え尽きる迄、なすすべは無いよ
うである。ここは人里から離れているとはいえ、火災
になった時には、山火事に繋がる虞れが大いにあ
る。 

対策は考えているのであろうか。 

その様な事態が生じないように、日々の
点検、整備を徹底して行います。 
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方法書全般について 

№ 意見の概要 当社の見解 

15 1．「方法書」としての体をなしていない「方法書」であ
る 

このような文書が「方法書」として通用するものだ
ろうか。今までにたくさんの環境影響評価に関わる
文書を見てきたが、これほどひどい「方法書」に出会
ったのは初めてである。 

この「方法書」の最もひどい部分は「配慮書」の内
容を一歩も出ていないところであり、すべてを「準備
書」に先送りしていることであるので、その点に絞って
何点か述べる（№15～20）。 
①「方法書」では8ページで「（2）方法書における風
力発電設備の配置計画の設定」として「配慮書…に
よる（…は、内容のないことをダラダラ引用する時間
のムダを省いたもの。以下同じ）予測・評価の結果や
…意見内容等から…配慮すべき事項の方向性があ
る程度具体的になってきた」ので「風力発電設備等
…は、これらの配慮すべき事項をふまえて現地調査
等による現況把握や事前検討を行う必要があるた
め、具体的な設備の配置計画は、詳細な調査や予
測を行う準備書段階において決定する」と述べてい
る。 

しかし「方向性がある程度具体的になってきた」の
ならば、その方向性について一定程度の記述を行う
のが「方法書」の役割ではないのか。それができない
のであれば、せめて「配慮すべき事項とはどのような
ことであるのか」を記載するべきではないのか。回答
を要求する。 

 左記ご意見を踏まえ、本方法書の位置づ
け、本方法書における風力発電設備等の
配置等の考え方、並びに配慮すべき事項
について、以下に示します。 
 
【本方法書の位置づけについて】 

環境省資料では、配慮書、方法書、準備
書の内容について、以下のとおり示されて
おり、「環境影響評価法」では、それぞれの
段階の環境影響評価図書において記載す
るべき事項が規定されています。 
＜配慮書＞ 
事業の位置・規模等の検討段階において、
環境保全のために適正な配慮をしなければ
ならない事項について検討を行い、その結
果をまとめた図書 
＜方法書＞ 
環境アセスメントにおいて、どのような項目
について、どのような方法で調査・予測・評
価をしていくのかという計画を示した図書 
＜準備書＞ 
調査・予測・評価・環境保全対策の検討の
結果を示し、環境の保全に関する事業者自
らの考え方をとりまとめた図書 

本方法書については、配慮書における住
民の方々のご意見等を考慮し、調査地点を
選定するなど、配慮書で把握した配慮事項
を反映して作成しております。また、本方法
書は、上記に示される環境影響評価の項
目並びに調査、予測及び評価の手法を含
め、「環境影響評価法」第五条第一項に規
定する事項を記載し、「環境影響評価法」
に基づく正式な方法書として届出・受理さ
れたものです。 

 
【本方法書における風力発電設備等の配
置等の考え方について】 

 本方法書における風力発電設備等の配
置等に関しましては、経済産業省の解釈と
して、検討段階である場合には、暫定の計
画であることを注記で記載すること、また暫
定計画は配慮書と同様の配置でもよい旨の
ご指導をいただいております。 
 本方法書では、事業予定地の位置を決
定いたしましたが、風力発電設備等の配置
については、方法書に基づく環境アセスメン
ト（調査、予測）を実施し、その結果を踏まえ
て詳細な検討を行うことが適切であると判断
いたしました。 

その理由を具体的な例として示します。 
配慮書段階で、「ある風車の位置をＡ→Ｚ

の方向にずらすほど騒音による影響が低減
する」という配慮の方向性が明らかになった
とします。方法書段階で、その配慮の方向
性を具体的に示す計画として、風車の位置
をＡからＣ（Ｚ方向）にずらしたとします（ただ
し、方法書は現況把握や詳細予測の前段
階であることから、Cの位置は暫定的なもの
となります）。その後、準備書段階で、方法
書に基づく調査、予測を実施した結果、「Ｃ
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周辺には風車の設置が望ましくない環境が
存在する」、「他の項目では、逆にＺ→Ａの
方 向 に ず ら し た 方 が 環 境 影 響 が 低 減 す
る」、「風車の音響パワーレベルが低減した
り詳細な予測を行うことにより、Ａの位置でも
十分評価目標を達成できる」といった事象
が生じる可能性も十分考えられます。 

したがって、風力発電設備等の配置につ
いては、計画熟度が高まり、環境アセスメン
ト（調査、予測）の結果を把握できる準備書
段階において、総合的な観点から検討を行
った上で決定していくことが適切であると考
えます。 

また併せて、本事業予定地は1箇所であ
り、風力発電設備等の配置によって、方法
書で示す環境影響評価の項目、並びに調
査、予測及び評価の手法の内容に相違は
ありません。 

以上の検討経緯を踏まえて、方法書の
風力発電設備等の配置は、配慮書と同様
の配置を設定していることを、ご理解いただ
きたく存じます。 

 
【配慮すべき事項について】 

ご意見にあります「配慮すべき事項」につ
いては、経済産業省との事前協議におい
て、「第8章 環境の保全の配慮に係る検討
の経緯及びその内容」に、準備書段階にお
いて検討していく配慮の内容を整理して記
載するようにご指導をいただいており、その
内容を「第2節 方法書の事業計画の検討
過程における環境の保全の配慮に係る検
討の経緯及びその内容」（p.221～222）に
記載しております。 

 

16 ②経済産業大臣、北海道知事の意見やパブリックコ
メントを寄せた一般の質問・要求に対しても「準備書
段階において決定」の文言は乱発される。 

例を挙げる。経済産業大臣の意見4項目につい
ては2/4項目が「準備書段階において決定」であり、
（蛇足だが残り2項目は「（できる限り）…に伴う環境
影響の回避又は低減に配慮していく所存」）、北海
道知事意見に関しては9項目の意見に対して8/9項
目で「準備書段階において」（他は「実行可能な範
囲で…回避又は低減）」である。 
一般からのパブリックコメントに対しては、出された

意見を57項目に“要約”し、さらにそれを勝手に16
項目にくくって回答数を16に絞っている。このこと自
体 も問 題 であるが、その中 で12/16項 目 の見 解 が
「準備書（段階）（又は設計段階）において」である。 
 

「準備書段階において決定」等に係るご
意見については、見解15の【本方法書にお
ける風力発電設備等の配置等の考え方に
ついて】をご参照ください。 

配慮書についての一般からのご意見に
対する見解に関しましては、同じ内容の見
解に繋がる場合には、重複した見解を個々
に記載するよりも、ご意見の内容に応じて整
理した見解を示した方がわかりやすいと判
断して、方法書「第6章 6.3 一般の環境の
保全の見地からの意見の概要及びそれに
対する事業者の見解」（p.151～166）のとお
り記載いたしました。なお、本報告書では、
左記ご意見を踏まえて、個別に見解を記載
いたしました（見解の内容によっては、前出
の見解参照とさせていただきました）。 

17 ③事業者は「準備書」に先送りした理由を、新たに
起こした「第8章」で述べるが、内容もなく説得力にも
欠けるものである。 

これは北海道知事の意見、1総括的事項（1）の最
後の部分「また、当該調査、予測、評価の結果及び
当該評価結果に基づく構造・配置または位置・規模
に係る検討の経緯等について、方法書に記載する
こと」に対応したものと思われるが、何もやっていない
ので書きようがなかったのではないかと思われる。 

「事業者の見解」の各所で、それこそ判で押したよ

見解15の【本方法書における風力発電
設備等の配置等の考え方について】及び
【配慮すべき事項について】をご参照くださ
い。 

また、環境アセスメントの現地調査は、方
法書に基づく調査の手法を踏まえて実施す
るため、その結果は準備書に記載いたしま
す。 
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うに「現地調査を含めた現況把握や事前検討を行
い」という文言が出てくるが、北海道知事が意見を出
したのは3月である。気候の良い北海道の4月～10
月の間に現地調査もやらずに何をやっていたのだろ
うか。 

18 ④「方法書」の再度の提出を求める。 
われわれが意見＝パブリックコメントを出せるのは

今回の「方法書」と次の「準備書」の段階である。だ
がこのような「方法書」を臆面もなく出してくる事業者
が「準備書」の段階で指摘される不備、もしくは一般
市民の意見を「次の『評価書』で明らかにします」で
片づける可能性は十分に考えられる。 

10月8日の北海道の環境影響評価審議会で「『配
慮書と方法書』が同じ。このままズルズルと評価書ま
で行ってしまうのではないか」などの声も上がってい
たし、「ばかにするな」と怒った審議委員もいた。この
事実は、必ず傍聴していたと考えられる貴社の関係
者からすでに伝わっていることと思うが。 

この文書に関しては、到底「方法書」として認める
ことはできないので、再度提出することを要求する。
再度提出できないのならば、その理由を明確にされ
たい。われわれは、それに対する見解を実名入りで
全国に発信する。 

見解15の【本方法書の位置づけについ
て】、【本方法書における風力発電設備等
の配置等の考え方について】及び【配慮す
べき事項について】をご参照ください。 

19 2．北海道環境影響評価書議会で出された質問事
項に対する回答の不誠実さ 

北海道の環境影響評価審議会の資料としてださ
れた「計画段階環境配慮書－質問事項及び事業
者回答－」もひどいものである。実施を「準備書」に
先送りしていることについては上記1．と重複する部
分が多いので改めて述べないが次の点についてだ
けは納得がゆかないので回答を求める。 

上記資料を読むと、「方法書以降の調査、予測、
評価の中で検討してまいります」という文言がたくさ
ん出てくる。しかし「方法書」には具体的に検討した
形跡は認められない。 

普通、「方法書以降」といえば方法書は含まれる
はずである。この言葉を「ていのよい先送り」の意味
で使用しているのではないか。回答を求める。 

事業計画については、方法書段階にお
いても、様々な側面をベースに事業者内部
で適宜検討を行っております。 

ただし、見解15の【本方法書における風
力 発 電 設 備 等 の配 置 等 の考 え方 につい
て】に記載しましたとおり、風力発電設備等
の配置については、計画熟度が高まり、環
境アセスメント（調査、予測）の結果を把握
できる準備書段階において、総合的な観点
から検討を行った上で決定していくことが適
切であると考えることから、その結果につい
ては準備書で記載するべきと考えておりま
す。 

 

20 3.ボーリングはいつ実施するのか 
工事区域は活褶曲地形区域であり、水資源保全

地域でもあり、急傾斜地崩壊危険箇所もあり、嘗て
は油井もあったところである。このような場所に長大
なブレードを運べる道を作り、風車土台を支える支
持杭を打つための基本的な調査であるボーリング調
査が、いまだに行われていないことは驚きを通り越し
てあきれるばかりである。 

ボーリング調査の時期、および土台の支持杭の打
設工法を問う。 

ボーリング調査は、過去に事業予定地内
の一部において実施しております。今後、
風力発電機の位置を検討する段階におい
て、必要に応じて追加の調査を実施する予
定です。 

基礎については、既存の地質資料から地
表下浅層位置に基盤となる岩盤の発現が
想定されるため、岩盤面に鉄筋コンクリート
製のフーチング基礎を直接構築することで
安定を確保します。なお、基礎岩盤面が発
現しなかった場合は、改良又は置換を施工
します。 

21 ・『方法書』と『配慮書』について 
8ページ（5.1設備の配置計画の検討経緯）(2）方

法書における風力発電設備の配置計画の設定、で
■方法書における風力発電設備等の配置計画の
設定、にあるとおり、事業予定地・風力発電設備等
の配置・風力発電機の諸元、ともに『配慮書』と同じ
である。何のための『配慮書』だったのか？配慮書手
続きが無駄だったのではないのか？と思わざるを得
ない。一般住民や審議を重ねた専門家など、関係し
た多くの人たちの費やした貴重な時間を無駄にした

見解15の【本方法書の位置づけについ
て】及び【本方法書における風力発電設備
等の配置等の考え方について】をご参照く
ださい。 
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のか？ 
この八の沢風力発電所計画はやめるべきである。

22 1.居住地に近接して、豊かな自然がいまだに残って
いるのが北海道の素晴らしさである。 

自然観察や調査活動に日頃から親しんでいる者
として、私は、身近な地域の自然環境をしっかり保
全して、次世代へと伝えてゆく大切さを切実に感じ
ている。 

今回、石狩市の友人たちの案内で、手つかずの
自然が残る八の沢付近を散策し、その貴重さと保全
することの重要さを深く受け止めることができた。この
地域は、今回の貴社の「開発」事業で改変されること
があってはならないと強く思った。 

また、計画地には、いまだにブツブツと泡立ち、強
烈なにおいを周囲に発散させている油井跡も残って
いた。「火気厳禁」の看板のもとに生々しく。 

何よりも事業予定地の近傍に、長年農業を営む
人々の生活が根付いていて、風車による健康被害
が心配であった。 

以上の体験を通して、私は貴社の「八の沢風力
発電事業」に深い危惧を抱いている。 

そのうえで、 「環境影響評価」という現在の法的
手続きの流れの中で、「配慮書」の段階から貴社の
事業計画の内容や事業者としての取り組み姿勢に
疑問を持っていた者として、再考・再検討を促すこと
も大切かと思い「騒音・超低周波音」の分野に限定
してではあるがコメントを付け加えることにした（№23
～26）。 

事業予定地周辺には、身近な自然環境
が残されており、住居も分布している地域で
ある、といった環境特性を配慮しながら、風
力発電設備等の配置等の事業計画や施工
計画、環境保全措置の内容を具体的に検
討、設計し、環境影響の回避又は低減に配
慮した事業を展開したいと考えております。 

なお、事業予定地内では、左記ご意見の
ような油井跡は確認されておりませんが、八
の沢は過去に石油採掘で栄えてきた地域
であることを考慮し、施工にあたっては十分
に配慮してまいります。 

以下、見解23～26をご参照ください。 

23 2.経済産業大臣、北海道知事、一般市民から寄せ
られた意見に、誠実に耳を傾ける姿勢があるのか 

騒音および超低周波音問題に関しては、とりわけ
事前に、健康問題への重大な影響の回避・低減を
図るという計画段階配慮の目的に則り、十分な配慮
がなされるべきであった。 

それ故に、貴社の「配慮書」に対しては経済産業
大臣、北海道知事ばかりでなく一般市民のパブリッ
クコメントにおいても厳しい意見が寄せられていたは
ずである（今回の「方法書」第6章）。 

もし、事の重大さを深刻に受け止め 、経済産業
大臣・ 北海道知事・一般市民の 「環境を保全する
見地」からの意見を真摯にふまえて、この半年間、
現 況 調 査 ・予 測・評 価 の作 業を実 践していたなら
ば、今回（2014年10月）提出された 「方法書」なるも
のの本文が、第5章まで「配慮書」(1月提出の）と同
一の内容である、などという“前代未聞”な事態は
生じなかったはずであった。 

配慮書段階における騒音予測は、計画
の初期段階において環境配慮の方向性を
把握すること、準備書段階における騒音及
び超低周波音の予測は、詳細な事業計画
及び予測手法に基づき、本事業による環境
影響を評価するものであり、それぞれ目的
が異なります。本事業では、配慮書におけ
る騒音予測の結果から、今後留意すべき環
境配慮の方向性を把握できたものと考えて
おります。 

「環境影響評価法」に基づく手続きの流
れとして、環境影響を評価する環境アセスメ
ントは、方法書に基づく調査、予測及び評
価の手法を踏まえて実施するため、その結
果は準備書に記載いたします。 

なお、本方法書の「第2章 対象事業の目
的及び内容」は、配慮書と同一の内容では
なく、方法書における風力発電設備の配置
計画の設定について記載しております（詳
細は、見解15の【本方法書における風力発
電設備等の配置等の考え方について】をご
参照ください）。 

本方法書の「第3章 対象事業実施区域
及びその周囲の概況」では、既存資料のデ
ータを更新しております。 

なお、本方法書の「第4章 計画段階配
慮 事 項 並 びに調 査 、予 測 及 び評 価 の手
法」及び「第5章 計画段階配慮事項の調
査、予測及び評価の結果」は、「環境影響
評価法」第五条第一項第四号に基づき、配
慮書と同一の内容を示しております。 

24 3.騒音および超低周波音の現況調査はすぐにでも
できるはずではないか 

騒音及び超低周波音の現況調査は、方
法書の調査の手法に基づき実施し、その結
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騒音および超低周波音の現況（暗騒音）調査に
ついては、「計画熟度に応じて」などと言わなくても、
調査地点を広い範囲で設定して、やる気があれば
何時でも測定を開始できたはずである。 

これは年間を通して実施しなければならない動物
（鳥類・昆虫類を含む）や植物・生態系の調査や、ボ
ーリングによる地質調査に比べればはるかに簡単な
ことだったのではないか。 

果は準備書に記載いたします。 
 

25 4.機種の選定や予測値の算出について 
風車の機種についても、選択は限られているので

あるから、早々に決定して設置点を設け、マニュアル
の予測式の適用範囲内で（5.1-3）、各調査地点で
の減衰予測値を算出することだけならば、長い時間
は要しないはずである。 

それらの結果を評価して「方法書」では、「本事業
の構造・配置又は位置・規模の決定に反映するこ
と」あるいは「再検討すること」（北海道知事の意見・
「方法書」6-3）を実施・記載するべきではなかったの
か。 

現段階において風車のメーカー選定は
未定です。 

見解15の【本方法書における風力発電
設備等の配置等の考え方について】に記載
したとおり、方法書段階で、風力発電設備
等の配置を決定する必要はなく、今後、騒
音 に係 る詳 細 な予 測 は準 備 書 段 階 で行
い、その結果を踏まえて準備書において風
力発電設備等の配置を決定いたします。 

26 5.「方法書」はやり直すべきである 
以上のことから、騒音および超低周波音に関して

も「配慮書」段階で提出したわれわれのコメントをそ
っくり蒸し返すことになるだけなので、以下の①～④
を新たに追加したうえで「方法書」の作成やり直しを
要求する。 
①現況（暗騒音）測定を行う際には、騒音領域だけ
でなく、必ず超低周波音領域（20Hz以下）も含める
こと。 
②測定器のマイクロフォンに当る風雑音が問題視さ
れている。暗騒音の測定は「無風時」に、またデータ
は「1/3オクターブバンドで分析し、LeqではなくL95
で示す」統計処理に従い、その結果をグラフ化する
こと（北海道環境影響評価審議会での要請項目）。
③風車の機種の決定に関しては、メーカーに対して
「音響パワーレベルの値」についての信頼できる情
報を提供させ、「方法書」段階でも公開すること。 
④各調 査 地 点での風 車 群からの予測 値に関して
は、周波数ごとの重みをつけない、1/3オクターブバ
ンド中心周波数ごとの分析データをグラフ化し、各
周波数帯域での暗騒音との比較を行い、現況の音
環境に重大な影響が認められるのかどうかを住民に
分かりやすく説明すること。 

見解15の【本方法書の位置づけについ
て】をご参照ください。 

また、左記①～④については、見解43～
46をご参照ください。 

 

27 1．この方法書は、実質的に、環境影響評価法に基
づく手続きを踏んでいないので、作成し直すべきで
ある。 
（1）方法書の大半が配慮書と同じ内容の記述に終
始した問題 

2014年10月に公表された方法書は、全223頁中
「第5章計画段階配慮事項の調査、予測及び評価
の結果」までの146頁分において、2014年1月の配
慮書とほとんど同じ内容を記述している。以前に配
慮書に対して、経済産業大臣・北海道知事・一般か
ら環境を保全する見地からの意見が多数提出され
たにもかかわらず、事業者は、方法書における事業
者見解の中で、各意見に真摯に対応しないまま、配
慮書とほとんど同じ内容を記述したことになる。上記
の種々の立場からの意見は、風力発電が及ぼす悪
影響が重大な問題であることを認識し、それらの影
響を回避又は軽減させるための意見であるが、それ
に応えない事業者は、事業を進める資格がないと言
える。このような方法書は、前代未聞であり、方法書

見解15の【本方法書の位置づけについ
て】をご参照ください。 

なお、本方法書の「第2章 対象事業の目
的及び内容」は、配慮書と同一の内容では
なく、方法書における風力発電設備の配置
計画の設定について記載しております（詳
細は、見解15の【本方法書における風力発
電設備等の配置等の考え方について】をご
参照ください）。 

本方法書の「第3章 対象事業実施区域
及びその周囲の概況」では、既存資料のデ
ータを更新しております。 

なお、本方法書の「第4章 計画段階配
慮 事 項 並 びに調 査 、予 測 及 び評 価 の手
法」及び「第5章 計画段階配慮事項の調
査、予測及び評価の結果」は、「環境影響
評価法」第五条第一項第四号に基づき、配
慮書と同一の内容を示しております。 
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とは言えないので、改めて作成し直すべきである。 

28 （2）主務大臣意見に対する事業者見解に認められ
る問題 

環境影響評価法（以下、法と称する）第五条にお
いて、方法書の作成について「事業者は、配慮書を
作成しているときはその配慮書の内容を踏まえるとと
もに、主務大臣の意見（第三条の六）が述べられた
ときはこれを勘案して、事業が実施されるべき区域そ
の他の主務省令で定める事項を決定し・・・」と明記
されている。配慮書に対する主務大臣（経済産業大
臣 ）の意 見 は下 記の4事 項 について指 摘 している
が、この方法書では、主務大臣の意見を勘案せず、
「今後、準備書段階で対応する、または今後検討す
る」旨の事業者見解が示されている。この点で、方法
書は、法に基づいた正式なものと決して言うことがで
きない。 

第一に、主務大臣意見は「事業実施想定区域の
周辺には、居住地域が存在しており、騒音及び超
低周波音、風車の影の影響が懸念される。このた
め、風 力発 電 設 備等の配 置 等の検 討に当たって
は、住居地域への影響を回避、低減するよう配慮す
ること」を求めている。これに対して「今後、準備書段
階において、現地調査を含めた現況把握や事前検
討を行い、その結果を踏まえて、風力発電設備等の
配置等を具体的に設計し、できるだけ住居地域へ
の環境影響の回避又は低減に配慮していく所存で
す」との事業者見解がある。 

第二に、「事業実施想定区域の南側の地域は、
北海道水資源の保全に関する条例で指定する五の
沢貯水池地区水資源保全地域であることから、風
力発電設備等の配置等の検討に当たっては、伐採
等の改変による水環境の影響を回避、低減するよう
配慮すること」との主務大臣意見に対して、事業者
見解は上記と同様、「準備書段階で配置等の事業
計画や造成等の施工計画、環境保全措置を具体
的に検討する」旨を記している。 

第三に、「尾根部の森林部を伐開し風力発電施
設等を設置すると、新たに生じる林縁部分が、乾燥
や強風等による影響を受けやすいことから、当該箇
所より森林の劣化が生じるおそれがある。このため、
無立木地や既存道路を活用するなどにより、新たな
尾根部の森林の伐開を避け、新たに生じる林縁部
分ができる限り小さくなるような配置等を検討するこ
と」との主務大臣意見に対して、「今後の検討におい
て回避又は低減に配慮する」旨の事業者見解があ
る。 

第四に、「残土の処分に関する影響の回避又は
低減の配慮」を求める主務大臣意見に対して、「残
土の処分場所については、・・・自然度の低いエリア
を中心に検討を行い、改変に伴う環境影響の回避
又は低減に配慮する」旨の見解がある。この点につ
いては、一見すると、具体的な見解に思われるが、
自然度の低いエリアを検討することによって環境影
響を回避又は軽減できるのか、その説明がまったく
示されていない。 

本来、方法書では、事業者が主務大臣意見を検
討した上で事業計画を決定し、配慮書で構想した
風力発電施設等の規模・配置について、懸念される
環境影響を低減するよう検討された具体的内容が
記されなければならない。法に基づいた主務大臣意
見を無視したこの方法書は、決して法に基づいた方
法書とは認められない。このような事業者の姿勢は、

主務大臣（経済産業大臣）のご意見は、
今後の配慮事項（方向性）としてのご意見
であり、見解15の【本方法書における風力
発電設備等の配置等の考え方について】に
記載したとおり、本方法書における風力発
電設備等の配置等に関しましては、経済産
業省の解釈として、検討段階である場合に
は、暫定の計画であることを注記で記載す
ること、また暫定計画は配慮書と同様の配
置でもよい旨のご指導をいただいておりま
す。 

また、本方法書における「第8章 環境の
保全の配慮に係る検討の経緯及びその内
容」の記載内容についても、準備書段階に
おいて検討していく配慮の内容を整理して
記 載 するようにご指 導 をいただいており、
個々の主務大臣意見については、「2.今後
の計画設計において配慮すべき事項の内
容」（p.222）において反映させていただいて
おります。 
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法を無視したと言えるので、今回の方法書は撤回
し、作成し直すべきである。 

なお、法第三条の五に基づいて、環境大臣は主
務大臣に意見を述べている（2014年2月21日）。す
なわち、1）今後、事業計画のさらなる検討に当たっ
て、住居等への騒音及び超低周波音、風車の影の
影響を配慮すること、2）伐採等の改変による水環境
への影響を配慮すること、3）尾根部の森林の抜開を
避け、新たに生じる林縁部分をできる限り小さくする
こと、等である。これは、主務大臣意見に反映されて
いるので、この方法書は、主務大臣意見だけではな
く、環境大臣意見にも回答しない事業者見解を示し
たことになる。 

29 （3）北海道知事の意見に対する事業者見解に認め
られる問題 

法の第三条の七に基づき、この計画の配慮書に
対して、関係する行政機関である北海道知事から、
環境の保全の見地からの意見（2014年3月27日）が
出されており、方法書ではそれに対する事業者見解
が示されている。 

とくに総括的事項に関して「当該調査、予測、評
価の結果及び当該評価結果に基づく構造・配置ま
たは位置・規模に係る検討の経緯等について、方法
書に記載すること」を求めた北海道知事意見に対し
て、多くの項目に関して「今後、現地調査を含めた
現況把握や事前検討を行い」「今後、準備書の段
階で記載する」との事業者意見を述べている。「方
法 書に記 載 すること」を求 めた知 事 意 見 を無 視 し
「準備書に記載する」とした事業者見解は、まことに
不遜で知事意見を蔑ろにしていると言わざるを得な
い。しかも、配慮書から準備書に一足飛びに飛躍さ
せた見解を示したことは、方法書段階の検討を無視
し、法に基づかないことになると考える。 

上記に関する事業者見解において、最後に「これ
らの方法書の事業計画に係る検討の経緯等につい
ては、「第8章 環境の保全の配慮に係る検討の経
緯及びその内容 第2節 方法書の事業計画の検
討過程における環境の保全の配慮に係る検討の経
緯及びその内容」に記載しました。」と付記されてい
る。しかし、そこに示された、事業者が「準備書の段
階で記載する」と先送りした理由はまことに説得力に
欠けるので、第8章は、すべての意見に対する言い
訳として作成された文章としか思われない。 

以上、方法書を軽視した事業者の姿勢は、極め
て遺憾と言わざるをえない。また、事業者に対して、
環境大臣意見を反映した主務大臣意見、知事意見
ならびに一般の意見が出された3月以降、調査適期
である4月～10月の間に現地調査を行わず、準備書
で対 応 する旨 を強 調 する方 法 書 を提 出 した姿 勢
は、決して許されることではない。 

見解15の【本方法書における風力発電
設備等の配置等の考え方について】及び
【配慮すべき事項について】をご参照くださ
い。 

また、環境アセスメントの現地調査は、方
法書に基づく調査の手法を踏まえて実施す
るため、その結果は準備書に記載いたしま
す。 

30 （4）一般の意見に対する事業者見解の問題 
一般からの意見も多数提出されている。それに対

して、事業者は、指摘された具体的な項目について
個別な見解を示さず、事業者の恣意によって多数
の意見をグループ化して簡単に応えている。そのた
め、個々の意見に直接的、かつ真摯に応えないこと
になり、見解が分かりにくい結果となっている。一般
の意見に対する事業者見解は、それだけではなく、
多くの項目において「今後、準備書段階で影響の回
避又は軽減の配慮を行う」旨が記されている。また
「一般の環境の保全の見地からの意見の概要とそ

配慮書についての一般からのご意見に
関しましては、意見書に記載されている文
章の中でご意見と判断される部分を対象に
記載させていただきました。また、同じ内容
の見解に繋がる場合には、重複した見解を
個々に記載するよりも、ご意見の内容に応じ
て整理した見解を示した方がわかりやすい
と判断して、方法書「第6章 6.3 一般の環
境の保全の見地からの意見の概要及びそ
れに対する事業者の見解」（p.151～166）の
とおり記載いたしました。なお、本報告書で
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れに対する事業者の見解」を述べているが、一般の
意見に対して、事業者の恣意によって取り上げられ
ない意見内容があるとの情報が寄せられている。そ
れは、望来層を含む地質の層が活褶曲を形成して
いることについて記載されず、それに対する事業者
見解が示されていないという。事業者は、すべての
意見に対して項目ごとに誠実に事業者見解を示す
べきである。 

実際、一般から寄せられた多数の意見は、既述
の主務大臣意見・環境大臣意見・道知事意見を具
体的に述べた意見内容に当たるので、方法書であ
ると言うならば、意見の各項目に関して詳細かつ真
摯に事業者見解を示すべきである。 

そのため、私たちは、次に述べる各論において、
新たな意見を追加するとともに（№31～32、№35～
37、№47～51）、以前に提出した配慮書意見を再掲
するものである。改めて作成すべき方 法書におい
て、私たちが指摘した問題点について、真摯に対応
した見解を示していただきたい。 

は、左記ご意見を踏まえて、個別に見解を
記載いたしました（見解の内容によっては、
前出の見解参照とさせていただきました）。 

以下、見解31～32、35～37、47～51をご
参照ください。 

31 ・方法書における風力発電設備の配置計画の設定
（方法書8頁） 

標記に関する方法書の記述は、配慮書の内容を
一歩も出ていない。方法書8頁において、2行目に
「本事業において配慮すべき事項の方向性がある
程度具体的になってきたものと考える。」と記され、4
行目に「配置等の検討にあたっては、これらの配慮
すべき事項を踏まえて現地調査等による・・・」と記さ
れている。しかし、以上の配慮すべき事項について
は、具体的にまったく記載されていない。この項目
は、配慮書において整理した複数案による予測・評
価の結果や配慮書に対する意見内容から導かれた
重要な項目であるので、具体的な記述が必要であ
る。また、上記の「ある程度具体的になってきた」とい
う意味が不明であるので、まさに具体的な説明が必
要である。さらに「具体的な設備の配置計画は、詳
細な調査や予測を行う準備書段階において決定す
る」との記述は、総論で述べた問題点と同様に、配
慮書から準備書に一足飛びとなり、方法書としての
記述がないので、方法書としての役割を果たしてい
ない。これは大きな問題である。 

見解15の【本方法書の位置づけについ
て】、【本方法書における風力発電設備等
の配置等の考え方について】及び【配慮す
べき事項について】をご参照ください。 

 

32 ・電気工事（方法書11頁） 
北海道電力の送電線との連系に関して、連系点

は事業予定地内を横断する既設の望来線の送電
柱を予定、と記されている。しかし、北海道電力のホ
ームページ（北海道電力管内の系統連系制約マッ
プ（22kV－110kV系統））によると、この事業計画が
連系する望来線の受け入れ可能量は1万kW未満と
なっている。したがって、明らかに、この事業による
24,000kWすべてを新たに連系することはできない。
住民説明会では、北海道電力との連系協議は「これ
からである」との事業者説明があったが、上記の量的
制約のために、方法書における説明は架空のものと
なり、新たな送電線設置が必要になると考えられる。
その点から、送電線設置による環境影響を評価する
ことが、新たな評価項目としなければならない。 

北海道電力との連系に係る具体的な協
議はこれから行う予定ですが、環境影響評
価 法に基 づく手 続 きは長 期 間 を要 するた
め、将来的に事業をスムーズに展開するた
めの準備として、環境影響評価手続きを進
めさせていただいております。 

送電線についても今後の協議となります
が、極力既設の送電線設置箇所を活用す
る形で対応できればと考えております。 

 
 

 

  



17 

配慮書についての意見に対する見解について 

№ 意見の概要 当社の見解 

33 要約書のP69の「住居地区への騒音及び超低周
波音、風車の影の影響が懸念される。住居地区へ
の影響を回避・低減するように配慮すること」との経
産大臣の意見に対して環境影響を回避又は低減す
ると返答されていますが、P71の北海道知事の超低
周波音についての意見については、低周波につい
ては未解明で明確な基準がないので最新の知見や
他の事例を参考にして評価を行うと異なった返答を
されていますが、その理由及びどちらが事業者の考
えかをお知らせください。 

環境影響評価の手法とし、「回避又は低
減に係る評価」と「環境保全目標との整合
性に係る評価」の2つがあります。 

前者は、すべての項目の評価の手法とし
て設定しており、要約書p.69では、騒音及
び超低周波音、風車の影についても、環境
影響の回避又は低減に配慮していく考えを
記載しております。 

後者は、基準値等の明確な基準がある
項目については評価の手法として環境保全
目標を設定しておりますが、超低周波音に
ついては明 確な基準がないため、要 約書
p.71では、最新の知見や環境影響評価の
事例等を参考にし、前者と同様に環境影響
の回避又は低減の観点から評価を行う、と
いう考えで記載しております。 

34 ・望来層について 
『配慮 書』についての意 見で、私の意 見の中か

ら、望来層に代表される当該地の地層についての
記述がすっぽり抜けていた。日本の地形レッドデー
タブックの活褶曲そのもので、背斜（うえに凸の褶
曲）にあたり、200ｍくらいの層の望来層（頁岩）があ
る。私は素人なので、望来層が活褶曲そのものであ
ることを、専門家に確認してほしい。 

配慮書についての一般からのご意見に
関しましては、意見書に記載されている文
章の中でご意見と判断される部分を対象に
記載させていただきました。 

詳細な施工計画の設計にあたっては、既
存資料及びボーリング調査結果から想定地
質断面図等を作成し、活褶曲に該当するか
どうかを把握し、必要に応じて専門家のご
意見をお伺いいたします。 

35 ・主務大臣（経済産業大臣）の意見に対する事業者
の見解（方法書147頁） 

主務大臣が述べた第4の意見「施工に伴う残土の
処分に伴う改変箇所の配置の検討にあたっては、
環境影響を回避、低減するように配慮すること」に対
して、「残土の処分箇所については、過去に人為的
な改変を受けたススキ群団等の事業予定地内では
相 対 的 に自 然 度 の低 いエリアを中 心 に検 討 を行
い、改変に伴う環境影響の回避又は低減に配慮し
ていく所存です」との事業者見解が示されている。し
かし、現存植生図（方法書38頁）を見ると、ススキ群
団は尾根筋の支稜上に成立する傾向が強く認めら
れるので、下流域の農業地や住宅地への土砂流出
という影響が懸念される。残土による影響を回避する
ために、植生自然度による範囲を検討することは、こ
の地域での検討として間違いであると考える。植生
自然 度は、生物 多 様性 保全の一つの手段である
が、この場合、残土の影響を回避又は軽減するため
の手段になるとは決して言えないので、その適用を
間違えている。 

残土の処分箇所については、見解のとお
り、ススキ群団等の事業予定地内では相対
的に自然度の低いエリアを中心に検討を行
う考えです。 

なお、施工時には速やかに転圧・締固め
を行うこと、改変部分は在来種を考慮した
早期緑化に努めること等により、下流域へ
の土砂の流出防止を図ります。 

36 ・一般の環境の保全の見地からの意見の概要及び
それに対する事業者の見解、とくに健康被害に関し
て（方法書157頁、表6.3-1（7）） 

配慮書において最も注目すべき項目の一つとし
て、健康被害に直結する騒音・超低周波音があげら
れ、最寄りの住宅3ヶ所での騒音の予想値が計算さ
れ、A案47～53dB、B案46～50dBとの結果が示され
ていた。「環境省請負業務 平成24年度風力発電
施設の騒音・低周波音に関する検討調査業務報告
書」（平成25年3月、中電技術コンサルタント株式会
社）において「静穏な地域に建設される風力発電施
設からの騒音影響評価のための目標値としては、住
宅等静穏を必要とする施設の屋外では騒音レベル
（A特性音庄レベル）35dBとすることが適当である」と

配慮書における騒音予測は、騒音の予
測 結 果から、複 数 案による環 境 影 響の違
い、並びに本事業において配慮すべき事項
の方向性を把握することを目的として行って
います。また、方法書p.218の「表8-1(1) 複
数案による環境影響の比較」の予測の不確
実性にも記載しておりますとおり、配慮書の
騒音予測では、既存資料の音響パワーレ
ベルと配慮書段階での風力発電機の諸元
（配置、高さ）を用いて距離減衰による騒音
レベルを求めたものであり、基準値等との比
較を行うものではありません。 

風力発電設備等の配置等は、今後、準
備書段階において現地調査による現況把
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の記述があるが、上記の予想値はこれを大きく上回
っている。 

しかし、事業者回答の中で「本事業において配慮
すべき事項の方向性を把握できることから、近接す
る住居を対象に騒音で代表して予測を行いました」
と記されている。「配慮すべき事項＝最寄りの住宅で
の騒音レベル」が「どの程度高いのか＝方向性」を
把握できるので、上記35dBとの比較が必ず必要で
ある。方法書では「環境基準等との評価を行うもので
はありません」と記されているが、準備書段階でどの
ような評価を行おうとするのか、まったく不明である。
配 慮 書 の計 画 段 階 における評 価 が導 入 されたの
は、事業実施前の早い段階で、重大な環境影響を
引き起こす要因を取り除くためであるので、方法書
では、真摯な回答が示されなければならない。 

石 狩 市 厚 田 区 に 建 設 中 の 別 会 社 の 風 車 、
2500kW級の2基については、風車による騒音レベル
の予測値が 1.1㎞離れた地点で31dBである。この
値であっても1/3オクターブバンド中心周波数別音
圧レベルで解析した場合、60～80Hzで健康影響を
引き起こす危険性がある音圧レベルとなっている。こ
の厚田風力の事業者は、健康被害が生じないとは
言わず、石狩市と協定書を結び、万が一の事態に
備えている。 

他方、本事業計画は、定格出力3000kWの風車
が8基建設される計画であり、最寄りの住宅までの距
離がA案で400ｍ、B案で750ｍしか離れていない。風
車による騒音予想値であるA案47～53dB、B案46～
50dBの数値は、無謀な計画であることを示している。
事業者に対して、経済産業大臣、北海道知事、石
狩市長意見を含む一般から、配慮書の中で騒音・
超低周波音について懸念する多数の意見が出され
ている。それ故に、配慮書に示した風車の配置と規
模の事業計画をそのまま、今回の方法書に引き継ぐ
事業者の姿勢は、決して許されることではない。 

握や事前検討を行い、その結果を踏まえて
決定してまいります。したがって、施設の稼
働に伴う騒音については、準備書で決定す
る風力発電機の配置、計画熟度に応じて
選定する機種の音響パワーレベル、地形等
による回折を見込んだ予測を行い、その結
果 を環 境 基 準 等 の環 境 保 全 目 標 と比 較
し、影響の程度を把握します。 

なお、「環境省請負業務 平成24年度風
力発電施設の騒音・低周波音に関する検
討調査業務報告書」（平成25年3月、中電
技術コンサルタント株式会社）では、風車騒
音 の 影 響 評 価 手 法 の 提 案 と し て 目 標 値
35dBが記載されておりますが、現時点にお
いて国の基準等として明確に定められたも
のではなく、環境省の風力発電施設から発
生する騒音等の評価手法に関する検討会
において、引き続き予測・評価の手法につ
いて検討されております。したがって、施設
の稼働に伴う騒音の評価については、方法
書p.181に記載のとおり、騒音に係る環境基
準等を参考として検討を行うこととしていま
す。 

 
 

37 ・配慮書に対する意見の再掲 
私たちが提出した配慮書意見に対して、事業者

は、指摘された具体的な項目ごとに見解を示さず、
事業者の恣意により多数の意見を一括して、簡単な
見解を示している。そのため、私たちの意見に対し
て、事業者はほとんどの項目に誠実に応えてはいな
い。シャドーフリッカーの測定時刻を変更することや
超低周波音の予測地点に小中学校等を加える程
度に、私たちの意見に多少は対応したところがある
だけと言える。他方、ほとんどの項目について「今
後、準備書等において対応する」旨が強調されてお
り、方法書として実際の検討結果を記していない。し
たがって、ここに改めて、配慮書に対する私たちの
意見を再掲するので、新たに作成し直した方法書に
おいて、方法書としての明快な事業者見解を示す
べきと考える。 

 
・・・・・・・・・・ 
（以下、2014年2月12日に提出した配慮書に対す

る私たちの意見） 
「（仮称）八の沢風力発電事業に係る計画段構環

境配慮書」に関する意見 
発電所に係る環境影響評価の手続きの一つとし

て、環境の保全の見地から、事業者は、配慮書を作
成して経済産業省、環境省、地方自治体の意見を
求めるとともに、住民など一般の方々に対して公告・
縦覧（縦覧期間30日程度）して意見を求め、以上の

配慮書についての一般からのご意見に
対する見解に関しましては、同じ内容の見
解に繋がる場合には、重複した見解を個々
に記載するよりも、ご意見の内容に応じて整
理した見解を示した方がわかりやすいと判
断して、方法書「第6章 6.3 一般の環境の
保全の見地からの意見の概要及びそれに
対する事業者の見解」（p.151～166）のとお
り記載いたしました。 

また、本方法書において「今後、準備書
等において対応する」という主旨の見解を
示している理由は、見解15の【本方法書の
位置づけについて】及び【本方法書におけ
る風力発電設備等の配置等の考え方につ
いて】に整理して記載しておりますので、そ
ちらをご参照ください。 

なお、再掲されている配慮書に対するご
意見への見解については、下記に個々に
記載しておりますが、上記の理由から見解
の主旨は変わりません。 
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意見を考慮して、その後の具体的な事業計画の作
成や調査・予測・評価に係る方法書以降の手続きを
行うこととされております。 

標記の配慮書について、環境影響評価法に基づ
き、私たちの意見を述べますので、この計画につい
て慎重な再検討をお願いします。 

1．第2章 配慮書事業特性に関する事項について 
（1）第1節 第一種事業の目的（配慮書2-1頁） 

標 記 の 目 的 に お い て 、 「 本 事 業 の 実 施 に 伴
い、・・・民有林の適正管理による地域の防災や身
近な自然林の保全に寄与する・・・」と記載されてい
る。 

しかし、まず、この事業の実施によって、8基の風
車設置場所だけではなく、それらを結びつける管理
道路、風車搬入のため大型トレーラーが通行可能な
車道掘削あるいは車道拡張のため、自然林が大規
模に伐採されることが明らかである。すなわち、自然
破壊は明らかであるが、反対に、自然林の保全に寄
与する内容はまったく不明である。その点に関する
具体的な内容は、配慮書にいっさい記述されていな
い。また、配慮書には、民有林の適正管理が行わ
れ、地域の防災に寄与するという内容も記述されて
いない。したがって、記された目的のうち、防災や自
然林の保全に寄与することに関して、この風車建設
計画と全く結びつけることができない。 

環境影響評価の手続きとして重要な配慮書の段
階において、自然を破壊する事業について、逆転さ
せた表現、自然の保全を目的とするとの表現は決し
て許されることではない。この表現は、具体的内容が
伴わず、非常に大きなまやかしと判断できるので、撤
回すべきである。 

事業予定地は、民間事業者が所有する
遊休地を中心とした区域であり、自然再生
エネルギー普及への貢献に寄与できる土地
の有効活用に対する要望を受けて、風力発
電事業の立案に至りました。 
 今後の事業の検討にあたっては、配慮書
における予測・評価の結果や配慮書に対す
るご意見の内容等から、本事業において配
慮すべき事項の方向性がある程度具体的
になってきたものと考えております。今後、
準備書段階において、現地調査を含めた
現況把握や事前検討を行い、その結果を
踏まえて風力発電設備等の配置等の事業
計画や施工計画、環境保全措置を具体的
に検討、設計し、環境影響の回避又は低減
に配慮した事業を展開したいと考えておりま
す。 

また、本事業の供用後には、事業地内を
定期的に見回り、土砂流出時には早期復
旧を行う等、適切な維持・管理を行い、地
域の防災や身近な自然林の保全に寄与し
ていきたいと考えております。 

（2）第2節 配慮書事業特性 5．第一種事業の概
要（配慮書2-4～2-5頁） 

複数案の検討内容が記述されている。しかし、均
等配置案の8基に対して、緩衝配置案は道道527号
線に近い2基（WT1とWT3）を車道から少し離しただ
けの微修正であり、2つの案は、風車建設が本来的
に有する環境影響問題（自然破壊や健康被害など
の諸問題）に真摯に対応した複数案とは言えない。
環境影響評価に関わる複数案を考えるならば、例え
ば、本事業のように学校・老人ホーム・住宅地に近く
健康被害が懸念され、車道に近く事故の影響も懸
念される場合と、住宅地などや車道から十二分に離
れ健康被害などの問題が生じない場所に建設され
る場合を比較考量し、問題を回避できるかどうか対
比することが基本である。 

他方、図2.5-1（2-5頁）に示された風車の配置を
見ると、個別の風車建設位置について問題点を指摘
できる。例えばWT7とWT8もまた、別の車道（通称「五
の沢林道」）に近すぎるので、ブレードの落下やナセ
ルの出火等、事故がおきた場合危険になると判断さ
れる。また、WT2は、8.2.6 国土防災に係る指定地域
（3-60頁）として指定された急傾斜地崩壊危険箇所
（急065、急060）に近接しているので、風車建設地と
して適さないと考える。一方、建設予定地の東側に
標高100ｍ以上の厚田丘陵の稜線があり、主風向が
東から南であるので、標高60～80ｍに予定された
WT1、WT3及びWT5の3基は、山かげに位置すること
になる。以上のように、1基ごとに個別の風車を考えて
も、建設によって生じる自然破壊や事故対策などの
問題回避が考えられているとは言えない。 

配慮書における複数案（A案、B案）は、
事業計画の初期検討段階として、複数案に
よる環境影響の違い、並びに本事業におい
て配慮すべき事項の方向性を把握すること
を目的として設定したものであり、事業計画
として決定した案を示したものではありませ
ん。 

今後、準備書段階において、現地調査を
含めた現況把握や事前検討を行い、その
結果を踏まえて風力発電設備等の配置等
の事業計画や施工計画、環境保全措置を
具体的に検討、設計し、環境影響の回避
又は低減に配慮した事業を展開したいと考
えております。 
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（3）第2節 配慮書事業特性 6.工事の実施に係る
期間及び行程計画の概要（2-6～2-7頁） 

工事期間及び工事工程に関して、「変電所を建
設し」と記されているが、変電所がどこに計画されて
いるか、示していただきたい。 

また、進入路として使用が想像される現在の林道
は、アスファルトで簡易舗装されているが、道幅は乗
用車がようやくすれちがうことができる程度の狭いも
ので、カーブもアップダウンも大きい。そのため、この
林道に大型トレーラーやダンプが通行できるようにす
るためには、かなり大掛かりな拡張工事が伴うと考え
られる。進入路・管理用道路として、上記の林道を
使用する場合は、拡張される車道、広さ、残土量、
法面（のり面）などについて具体的に示していただき
たい。他方、進入路・管理用道路を新たに掘削する
場合でも、車道の広さ、残土量、法面などについて
具体的に示していただきたい。 

さらに、電気工事に関して、北海道電力の送電線
に連系させるためのルート図を明示していただきた
い。風力発電機から連系変電所までの配電線は、
場内の進入路、管理道路沿いに計画とあるが、それ
らの間の配電線工事による環境改変状況を具体的
に示していただきたい。 

連系変電所の配置や風力発電機から連
系変電所までの配電線のルート等、並びに
進入路・管理用道路については今後、準備
書段階において、関係機関との協議、現地
調 査 を含 めた現 況 把 握 や事 前 検 討 を行
い、その結果を踏まえて具体的な事業計画
や施工計画を決定いたします。 
 これらの電気工事の計画、進入路・管理
用 道 路 の詳 細 な配 置 や改 変 面 積 、残 土
量、法面等の情報については、準備書にて
記載いたします。 

(4）第2節 配慮書事業特性 7．その他第一種事業
に関する事項（2-8頁） 

廃棄物に関する事項として、「残土は、すべて事
業予定地内で処分し、場外への搬出は行わない」と
あるが、約69,000～86,000ｍ3もの残土を自然環境
に配慮した方法で処分することはできるのか、具体
的な方法と処分する場所を明示していただきたい。 

 
 

造成等の施工計画や残土の発生量、処
分の方法については、今後、準備書段階に
おいて、現地調査を含めた現況把握や事
前検討を行い、具体的に設計してまいりま
す。これらの検討にあたっては、残土の発生
の抑制に配慮するとともに、残土の処分場
所についても、過去に人為的な改変を受け
たススキ群団等の事業予定地内では相対
的に自然度の低いエリアを中心に検討する
所存です。 

2．第3章 配慮書地域特性に関する事項について 
（1）第1節 自然的状況（2.水環境、3-18頁） 

水環境の状況・水象の状況（3-10頁）の中で、事
業予定地最寄りの一級河川として知津狩川があり、
石狩川に河口付近で合流することが記されている。
他方、全国の風力発電建設地における土地改変の
事例を考え合わせると、森林伐採や、風車・道路の
建設のための大規模な土地改変に伴う大量の土砂
流出が想定される。これらの土砂が石狩川河口付
近に流れ込み、石狩湾岸一帯の漁業資源に対する
悪影響が計り知れないと危惧される。したがって、土
砂流出防止について具体的な対策を示していただ
きたい。また、土砂流出や濁水などによる漁業への
影響が発生した場合に、どのような対策を講じるの
か、具体的な対策案を示していただきたい。 

施工時には、造成箇所を速やかに転圧・
締固めを行うことにより、土砂の流出防止を
図るとともに、仮設沈砂池や仮設調整池等
を設置することにより、工事中の濁水発生
防止を図る計画です。 

なお、本事業による海域への影響につい
ては、事業予定地が海岸から約5km内陸側
に位置しており海域の直接的な改変はない
こと、工事にあたっては適切な濁水防止対
策を講じる計画であることから、海域への影
響要因はないものと考えております。 

（2）第1節 自然的状況（4.地形及び地質、3-18頁）
事業予定地全体が「日本の典型地形」に記載さ

れている石狩丘陵（活褶曲）の上にある。活褶曲は、
活断層とともに活構造と言われ、今も活動を続ける
地形の一種である。この地形は、地震のたびに曲が
る動きをするので、2004年の中越地震においても活
褶曲の魚沼丘陵と東山丘陵の活動の関連性が指
摘されている。また、事業予定地の近くには、昭和
20～40年代に操業されていた八の沢油田があり、地
下の地向斜部分に石油が溜まっている可能性があ
る。したがって、地盤の安定性の観点、かつ安全性
の観点から、科学的な調査とそれに基づく影響の予

詳細な施工計画の設計にあたっては、既
存資料及びボーリング調査結果から想定地
質断面図等を作成し、活褶曲に該当するか
どうかを把握し、必要に応じて専門家のご
意見をお伺いいたします。また、併せて、油
田跡地の状況を把握し、地盤の安定性及
び安全性について確認いたします。 
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測が必要である。 

（3）第1節 自然的状況（5.動植物、3-23頁） 
動植物の生息又は生育、植生及び生態系の状

況（3-23頁）については、記述内容に大きな不足が
ある。まず、動物に関して重要な種として哺乳類のエ
ゾシマリス、鳥類のエゾライチョウ、コハクチョウ、オシ
ドリ、オジロワシ、昆虫類のゴマシジミの合計6種が挙
げられているが、重要な動物はそれだけではない。 

この地域は、美唄市宮島沼、当別川流域、石狩
市マクンベツ湿原など石狩川中下流域を一大生息
圏とするハクチョウ類・ガン・カモ類にとって貴重な採
餌場となっている。春季と秋季には八の沢地区の水
田にハクチョウ類・ガン・カモ類が数百羽から数千羽
の規模で落穂をついばむ優雅な姿が目撃される。し
たがって、ハクチョウ類・ガン・カモ類が回転するブレ
ードによって事故死する事態が十分に危惧されるた
め、この地域は、風車建設に極めて不適当な地域と
いえる。また、予定地では、オオジシギの繁殖、絶滅
が危惧されるヤマコウモリ、ウズラ、オオタカなどの飛
翔性哺乳類や鳥類も生息が知られている。 

鳥類に関して、重要な種が4種であると少なく記述
されているが、採餌範囲を含む鳥類の生息圏（遠方
からの飛来）を考えると、そうした既存文献調査がま
ったく不足であり、石狩平野や石狩低地帯など広範
な地域における事前調査とそれに基づく評価が必
要である。鳥類だけではなく、エゾヒグマなど移動性
が高い動物についても、北海道の中程度の地域区
分（例えば道央圏）を対象にした既存文献調査が必
要であり、狭い範囲を対象にしただけで貴重種がい
ないという評価・判断はできないはずである。以上を
合わせると、広範な事前調査が必要であり、かつ、
実際の現状把握調査も真摯に行った上で、事前の
慎重な評価をしていくべきである。 

他方、植物の生育状況（3-23頁）に関しては、「文
献に基づく、重要な種及び重要な植物群落は確認
されなかった」と記述されている。しかし、5.5-7頁で
は、森林内にフクジュソウ、シラネアオイ、ヤマシャク
ヤク、ベニバナヤマシャクヤク、クロミノハリスグリ、ミヤ
マママコナ、エゾヒョウタンボク、カタクリ、サルメンエ
ビネなどの生育可能性、ササ群落やススキ群落にホ
ソバノツルリンドウ、オナモミなどの生育の可能性が
明記されている。以上は、大きな矛盾である。実際に
は、植物の現状調査によって希少種が新たに把握
される場合が少なくないので、3-23頁のような、現地
調査をしない事前からアプリオリに、希少種が少ない
と表現することは、環境影響評価そのものを無視あ
るいは軽視した姿勢となる。ここでは、現地調査を徹
底すると表現するなど、謙虚で慎重な表現が求めら
れる。 

 配慮書は、事業計画の初期検討段階で
あることから、既存資料を主として事業予定
地及び周辺の重要な種等を把握し、その生
息・生育環境の改変の有無、程度といった
観点から動物、植物及び生態系の予測及
び評価を行いました。 

今後、準備書段階において、環境アセス
メント（調査、予測）を実施し、現地調査によ
り事業予定地及びその周辺における動物
相や植物相、重要な種等の生息・生育の状
況や生息・生育環境等の現況を把握いたし
ます。また、その結果を踏まえて、風力発電
設備等の配置等や環境保全措置を具体的
に検討、設計し、できる限り重要な種等や
注目すべき生息地への環境影響を回避又
は低減するよう配慮していく所存です。 
 また、希少猛禽類等の重要な鳥類につい
ては、飛翔軌跡や飛翔高度について現地
調査で確認し、衝突率の予測も含めて影響
の程度を把握いたします。 

（4）第1節 自然的状況（6.景観及び人と自然の触
れ合いの活動の状況、3-25～3-30頁） 

主要な眺望点（3-27頁）と、人と自然との触れ合
い活動の状況（3-29頁）については、以下の大きな
問題がある。建設予定地の南側と東側の周辺をめぐ
る五の沢林道は、石狩市環境課が自然観察会を行
うルートである。厚田丘陵の標高140ｍ地点からの眺
めは素晴らしく、石狩平野の緩やかな起伏や日本
海が見える。この自然観察会ルートのほかに、八の
沢油田跡、「八の沢自然林」（北海道自然環境保全
指針によって「身近な自然地域」に指定されている）
も観察の見どころの一つであり、建設予定地に良好

 八の沢自然林や五の沢林道周辺につい
ては、今後、準備書段階において、人と自
然との触れ合い活動の場としての利用状況
について地元自治体等にヒアリング等を行
い、現況を把握いたします。また、その結果
を踏まえて、風力発電設備等の配置等や
環境保全措置を具体的に検討、設計し、で
きる限り、人と自然との触れ合い活動の場に
係る環境影響を回避又は低減するよう配慮
していく所存です。 

五の沢林道周辺の主要な眺望点につい
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な自然散策として活用されている場所が隣接してい
る。したがって、風車建設により、素晴らしい眺望が
阻害され、自然観察活動への大きな悪影響が予想
されるので、風車建設は歓迎できるものではない。 
 

ては、配慮書では地域住民の利用頻度が
高いと考えられる「№6：八幡町五の沢集落」
を選定しておりますが、ご意見を踏まえて五
の沢林道の厚田丘陵からの眺望点「№5：
五の沢林道」を追加いたしました。 

（5）第2節 社会的状況（5.学校、病院その他の環
境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置
の状況及び住宅の配置の概況、3-40～3-41頁） 

事業予定地の西側約3kmに聚富小中学校があ
り、南西側約3kmには定員100名の特別養護老人ホ
ーム・デイサービスセンター「石狩希久の園」がある。
また、これらを含む半径約3km範囲における住宅地
は、図3.2-6（3-41頁）を見ると50戸を超える戸数が
図 示 さ れ 、 ま た 、 よ り 近 隣 地 域 を 示 し た 図 5.1-1
（5-1-2頁）では12戸の住居等が示されており、特に
数軒は約1km以内で風車群と近接している。 

このように、学校、老人ホームおよび住宅地に近
接する風車建設によって、低周波音・超低周波音に
よるだけではなく、騒音やシャドーフリッカーなどが加
わって健康被害が生じる危険性が高い。子供たち
や体の弱い老人ホームの人たち、近隣の住民に対
する健康被害を考えると、環境影響評価において、
事前に、これら健康被害の回避を考慮しないのであ
れば、この事業は即座に中止すべきである。 

配慮書の複数案による騒音の予測結果
から、本事業において配慮すべき事項の方
向性がある程度具体的になってきたことか
ら、今後、準備書段階において、現地調査
による現況把握や事前検討を行い、その結
果を踏まえて、風力発電機の配置を決定し
てまいります。したがって、施設の稼働に伴
う騒音及び超低周波音、風車の影について
は、準備書で決定する風力発電機の配置、
計画熟度に応じて選定する機種の諸元等
を用いた予測を行い、騒音及び超低周波
音、風車の影による影響の程度について把
握してまいります。なお、騒音及び超低周波
音の予測地点としては、ご意見を参考とさ
せていただき、聚富小中学校、石狩希久の
園、近接する民家を対象とする考えです。 

 
 

（6)第2節 社会的状況（8.環境の保全を目的とした
法令等により指定された地域その他の対象及び当
該対象に係る規制の内容その他の環境の保全に関
する施策の内容、3-42～3-62頁） 

自然関係法令等（自然公園等、3-53～3-54頁）
について、既に触れたが、北海道自然環境保全指
針によって指定された身近な自然地域「八の沢自然
林」は、風車建設予定地の東側に隣接するので、本
事業の風車建設によって、この自然保護地域への
悪影響が生じてはならない。 

また、建設予定地の南側は「北海道水資源の保
全に関する条例」が定める水資源保全地域「五の沢
貯水池地区」に該当している。近接する農業用水池
の「五の沢池」にとって周囲の山林が水の供給源と
なり、指定された「水資源保全地域」はそのために重
要な場所となっている。この範囲にWT8の風車が建
設される計画となっているので、風車の建設により森
林が伐採され、地中にコンクリートの固まりが埋め込
まれるなど風車建設による地上および地下の改変は
水環境に大きな影響を与えると危惧される。 

土地利用計画（3-33頁）に記されているように、事
業予定地は大部分が「農業地域」と「森林地域（地
域森林計画対象民有林）」に指定されている。この
森林地域は、水源涵養林に位置づけられ、周辺の
農地が健全で豊かな農地としてあるために配慮され
ている。さらに、建設予定地の北から西側を流れて
いる知津狩川も農業用水を提供しているので、事業
計画では、河川流域の土地改変についても極めて
慎重な検討内容が示されなければならない。 

八の沢自然林周辺については、今後、準
備書段階において、人と自然との触れ合い
活動の場としての利用状況について地元自
治体等にヒアリング等を行い、現況を把握
いたします。また、事業予定地の南側の水
資源保全地域周辺についても、今後、準備
書段階において、現地調査を含めた現況
把握や事前検討を行います。そして、それ
らの結果を踏まえて、風力発電設備等の配
置等の事業計画や造成等の施工計画、環
境保全措置を具体的に検討、設計し、でき
る限り、人と自然との触れ合い活動の場や
水資源の保全に配慮していく所存です。 

また、施工時には、造成箇所を速やかに
転圧・締固めを行うことにより、土砂の流出
防止を図るとともに、仮設沈砂池や仮設調
整池等を設置することにより、工事中の濁
水発生防止を図る計画です。 

これらの環境アセスメント（調査、予測、評
価）の結果は、準備書にて記載いたします。

 

3．第4章 計画段階配慮事項並びに調査、予測及
び評価の手法について（4-1～4-7頁） 

第１節 計画段階配慮事項の選定において、選
定する理由又は選定しない理由が簡単に記述され
ている。まず、選定しない理由の中で、「・・・により、
影響の回避・低減が可能であるため、重大な影響の
おそれのある環境要素として選定しない」との記述が

配慮書手続の目的は、「事業の実施によ
る重大な環境影響の回避・低減を図ること」
とされており、配慮書においては、環境影響
との関連が大きい風力発電機の存在や地
形の直接改変といった要因に着目し、「騒
音及び超低周波音」、「地形及び地質」、
「風車の影」、「動物」、「植物」、「生態系」
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諸所にある。基本的に、上記の回避・低減の可能性
について、本来は方法書以降ではなく、この配慮書
に具体的かつ詳細な説明が必要である。 

個別に述べると、表4.1-2(1)に示された騒音及び
超低周波音については、施設の稼働時だけではな
く、工事中の環境影響評価が必要である。また、水
環境、動物、植物、生態系、廃棄物（産業廃棄物と
残土）などにおいて、改正主務省令の風力発電所
に係る参考目標に掲げられた項目（表4.1-1）である
にもかかわらず、本事業では選定されない項目が少
なくない（表4.1-2(1)～(3)）。特に、工事の実施中と
造成等の施工による一時的な影響に関して、この配
慮書では対応していない項目が多いので、それらの
影響評価が必ず必要である。さらに、人と自然との
触れ合いの活動の場についても、自然観察会や自
然散策などの自然活用ができなくなる影響につい
て、工事中、施設の存在及び供用時について評価
されるべきである。 

及び「景観」を計画段階配慮事項として選
定しました。また、「環境アセスメント技術ガ
イド 計 画 段 階 環 境 配 慮 書 の考 え方 と実
務」（環境省総合環境政策局環境影響評
価課監修）を参考とし、方法書手続以降で
の環境保全措置で回避又は低減が可能と
考えられる事項や現段階では詳細な計画を
設計できない工事中の環境影響要因につ
いては、計画段階配慮事項の対象としてい
ません。 

今後、準備書段階において、現地調査を
含めた現況把握や事前検討を行い、事業
計画や施工計画、環境保全措置を具体的
に検討、設計してまいります。その結果を踏
まえて、準備書において環境影響評価項
目の調査、予測及び評価の結果を記載い
たします。 

4．第5章 調査、予測及び評価の結果について 
（1）騒音及び超低周波音の現況調査において超低
周波音を調査しない重大な欠陥（5.1-1～5.1-7頁） 

騒音及び超低周波音の現況調査に関して、被影
響対象が図5.1-1に図示されているが、およそ2km
以内の住居等が含まれているに過ぎない。このこと
は、この配慮書の非常に大きな欠陥である。本来、
事業者は、風力発電が引き起こす健康被害に対し
て、被影響対象の範囲を広く扱い、決して被害者を
生み出さないという宣言が必要と考える。 

風車が発する低周波音・超低周波音による健康
被害は国内外の事例によると、800～1,500kW程度
の規模で約3kmに及ぶこと、そして大型風車になる
ほど影響が及ぶ範囲が遠くになることが知られてい
る。したがって、3,000kW規模の風車8基からなる本
事業では、被影響対象として事業予定地から4～
5kmの範囲を考慮するのが悪影響を回避する重要
な観点と考えられ、何よりも、約3kmの範囲にある聚
富小中学校と老人ホーム「石狩希久の園」、そして
住宅地は、確実に被影響対象とすべきである。 

さらに、5.1-3～5.1-7頁の騒音及び超低周波音
の予測に関して、予測項目として「被影響対象の騒
音レベル」だけが記され、「超低周波音」が記されて
いない。表題に超低周波音の項目はあるが、低周
波音・超低周波音に関して記述内容がなく、すべて
「騒音レベル」で片づけられている。このこともまた、
配慮書における非常に大きな欠陥であるので、低周
波音・超低周波音に関して、必ず、広範な対象地域
において事前の現況調査と影響評価を行うべきであ
る。 

配慮書においては、騒音の予測結果か
ら、複数案による環境影響の違い、並びに
本事業において配慮すべき事項の方向性
を把握できることから、近接する住居を対象
に騒音で代表して予測を行いました。また、
方法書p.218の「表8-1(1) 複数案による環
境影響の比較」の予測の不確実性にも記
載しておりますとおり、配慮書の騒音予測で
は、既存資料の音響パワーレベルと配慮書
段階での風力発電機の諸元（配置、高さ）
を用いて距離減衰による騒音レベルを求め
たものであり、基準値等との比較を行うもの
ではありません。 

配慮書の複数案による騒音の予測結果
から、本事業において配慮すべき事項の方
向性がある程度具体的になってきたことか
ら、今後、準備書段階において、現地調査
による現況把握や事前検討を行い、その結
果を踏まえて、風力発電機の配置を決定し
てまいります。また、準備書で決定する風力
発電機の配置、計画熟度に応じて選定す
る機種の音響パワーレベル、地形等による
回折を見込んだ予測を行い、騒音及び超
低周波音による影響について把握してまい
ります。なお、騒音及び超低周波音の予測
地点としては、ご意見を参考とさせていただ
き、聚富小中学校、石狩希久の園、近接す
る民家を対象とする考えです。 
 

（2）騒音及び超低周波音の現況調査において騒音
レ ベル で 考 え ただ け で も 指 摘 で き る 重 大 な 欠 陥
（5.1-1～5.1-7頁） 

図 5.1-2(1)風 力 発 電 機 の位 置 図 （A案 ）（5.1-5
頁）における「地点①」は、騒音予測地点（近接する
住居）と図示されているが、ここは、「風力発電機設
置予定位置（WT3）」から400ｍ程度しか離れていな
い。この距離は、定格出力3,000kWの発電機の音
響パワーレベルを「環境省請負業務平成24年度風
力発電施設の騒音・低周波音に関する検討調査業
務報告書」（平成25年3月、中電技術コンサルタント
株式会社）「（以下「環境省請負業務報告書」と呼
ぶ）の事例を参考に110dBとしているが（5.1-4頁）、

配慮書においては、騒音の予測結果か
ら、複数案による環境影響の違い、並びに
本事業において配慮すべき事項の方向性
を把握できることから、近接する住居を対象
に騒音で代表して予測を行いました。また、
方法書p.218の「表8-1(1) 複数案による環
境影響の比較」の予測の不確実性にも記
載しておりますとおり、配慮書の騒音予測で
は、既存資料の音響パワーレベルと配慮書
段階での風力発電機の諸元（配置、高さ）
を用いて距離減衰による騒音レベルを求め
たものであり、基準値等との比較を行うもの
ではありません。 
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かなり大変な騒音の影響を被る近距離と言える。さ
らに「地点①」は、図5.2-1 標高区分図（5.2-2頁）
によると、事業予定地と谷を挟んで対面する標高40
～80ｍの斜面を背負っている。低周波音・超低周波
音の影響は、国内外の事例を比較検討すると、山を
背負う谷間で顕著に生じる場合が少なくないので、
その点の詳細な調査予測が必要と考える。 

配慮書における、「地点①」に含んだ被影響対象
での騒音レベルは、A案（均等配置）で47～53dB、B
案（緩衝配置）で46～50dBと評価し、配置による差
異がわずか1～3dBしかないことを記している。しか
し、それだけでは、「騒音レベルの低減が図られてい
るものと評価する」（5.1-7頁）という結論をいうことが
できない。複数案によって環境影響の低減・回避を
目指すという観点から、これらの案は、そうした意味
での複数案とは言えない、いずれもまったく不十分
な案である。 

さらに、配慮書における被影響対象での騒音レベ
ルの予測結果（A案47～53dB、B案46～50dB）は、
以下の理由から、大きな問題となる。「環境省請負
業務報告書」によれば、「静穏な地域に建設される
風力発電施設からの騒音影響評価のための目標値
としては、住宅等静穏を必要とする施設の屋外で、
騒音レベル（A特性音圧レベル）で35dBとすることが
適当であると考えられる」とある（76頁、6.4.8風車騒
音の影響評価における目標値(3)目標値の設定）。
今回の予測値はこの35dBを大きく超えているので、
夜間の不眠を引き起こす可能性が相当高いと判断
される。騒音レベルの予測結果だけでも、計画の中
止が要望される。ただし、この35dBという数値は、低
周波音・超低周波音の領域も含めて、すべてを騒音
レベル（A特性音圧レベル）で処理する場合の数値
であり、健康被害の実態に合わない処理方法となっ
ている。そのことは明確に考慮されなければならな
い。 

参考にしている風力発電機の音響パワーレベル
は、定格出力3,000kWで110dBとしているが、その論
拠や文献は明記されなければならない。さらに、明
確な論拠説明のためには、110dBの値を算出した関
連データとして、超低周波音を含む全範囲の1/3オ
クターブバンドごとの、重みをつけない物理量として
の周波数特性とオーバーオール値が公開される必
要がある。 

なお、図示された地形図上では、風車WT1から
100ｍ程度のところに家屋の印が付いている。5.1-7
頁で「風力発電機にもっとも近接する地点①」との記
述があるので、古い地図での廃屋になっている事態
が考えられるが、確認の上、一般に向けて説明する
必要がある。 

配慮書の複数案による騒音の予測結果
から、本事業において配慮すべき事項の方
向性がある程度具体的になってきたことか
ら、今後、準備書段階において、現地調査
による現況把握や事前検討を行い、その結
果を踏まえて、風力発電機の配置を決定し
てまいります。また、準備書で決定する風力
発電機の配置、計画熟度に応じて選定す
る機種の音響パワーレベル、地形等による
回折を見込んだ予測を行い、騒音及び超
低周波音による影響について把握してまい
ります。また、風力発電機の諸元（音響パワ
ーレベル等）についても、準備書に記載い
たします。 

なお、方法書p.89～90に示す近接 する
住居①～③は、現地で確認をして設定して
おります。 

 
 

（3）風車の影について（5.3-1～5.3-7頁） 
配慮書では、風車の影の予測方法について、「建

築基準法」に準拠し、冬至日の午前9時から午後3
時（真太陽時）における時刻別日影図を作成し、そ
の影の範囲内に存在する住居の数を把握する方法
としている。しかし、シャドーフリッカー（ストロボ効果）
とされる陰影の繰り返しの影響は、健康被害の一つ
の大きな原因となるが、日の出と日没の時間帯が最
も遠距離まで及ぶ。風力発電事業における環境影
響評価として、健康被害を回避することが大きな目
標となるので、健康被害の原因となる影の及ぶ範囲
を小面積に限定すべきではない。したがって、風車
の影の予測方法として、日の出から日没までの時刻

 配慮書は、事業計画の初期検討段階で
あり、風力発電機の形状等の諸元も未定で
あるため、複数案による環境影響の違い、
並びに本事業において配慮すべき事項の
方向性を把握する目的で、建築基準法に
準拠した手法により風車の影が及ぶ範囲に
ついて予測を行いました。 
 配慮書の複数案による予測結果から、本
事業において配慮すべき事項の方向性が
ある程 度 具 体 的 になってきたことから、今
後、準備書段階において現況把握や事前
検討を行い、その結果を踏まえて、風力発
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別日影図を作成すべきである。 
風車の影の予測結果である図5.3-2(1)(2)時刻別

日影図（5.3-6～3-7頁）を見ると、風車の影の範囲
に存在する住居の数の予測結果は0戸となっている
が、午前9時よりも早い時間においてはWT5の影が
最も近い住居にかかることが予想され、風車の影に
関する評価が真に不十分である。また、道道527号
にも午後の長時間にわたって影がかかり、通行する
車への影響も危惧される。これらについても、明確に
記述されなければならない。 

電機の配置を決定してまいります。また、計
画熟度に応じて選定機種の形状を設定し、
日の出から日の入り時刻を勘案したシャド
ーフリッカーによる予測を行い、風車の影に
よる影響を把握してまいります。 

（4）風力発電機の配置による空域の改変の程度に
ついて（5.4-11～5.4-12頁） 

風力発電機の配置による鳥類等の移動阻害とな
る風力発電機間の水平距離の差について考察する
としているが、これは、以下の理由から無意味であ
る。風車の風下側にはブレード直径の約10倍の距
離にわたって、気流の乱れが生じると言われる。風
車は、年間を通して360度向きを変える可能性があ
るので、本事業の風車については、風車を中心に半
径約1kmの周囲の空域に気流の乱れという改変をも
たらすことになる。事業予定地のライン+1km幅のエリ
ア、つまり五の沢池の北側3×5km四方が、地上より
132ｍの高さ（実際にはもっと高く）にわたって気流の
乱れが生じる空域となる。したがって、風車間の水平
距離が問題なのではなく、広範囲に及ぶ立体的な
空域の気流の乱れについてこそ調査・予測・評価を
しなければならない。 
 

配慮書は、事業計画の初期検討段階で
あることから、鳥類等の移動阻害に係る複
数案による環境影響の違いを把握する目
的で、一つの指標として風力発電機間の水
平距離から空域の改変の程度について予
測を行いました。 

今後、準備書段階において、現地調査
により事業予定地及びその周辺における動
物相、重要な種等の生息の状況や生息環
境等の現況を把握いたします。また、その結
果を踏まえて、風力発電設備等の配置等
や環境保全措置を具体的に検討、設計し、
できる限り重要な種等や注目すべき生息地
への環境影響を回避又は低減するよう配慮
していく所存です。 

また、希少猛禽類等の重要な鳥類につ
いては、飛翔軌跡や飛翔高度について現
地調査で確認し、衝突率の予測も含めて影
響の程度を把握いたします。 

（5）景観について（5.7-4頁） 
2の（3）第1節 自然的状況（6.景観及び人と自然

の触れ合いの活動の状況、3-25～3-30頁）に既述
したが、事 業 予 定 地 に近 接 する五 の沢 林 道 周 辺
は、しばしば自然観察会が開催され、身近な自然地
域に指定された「八の沢自然林」における自然散策
や厚田丘陵からの眺望を楽しむ格好の場所となっ
ている。風車建設によって、このような地域の景観に
大きな支障が生じるので、「主要な眺望点の改変は
ない」という配慮書における予測は撤回すべきであ
る。「主要な眺望点」として五の沢林道周辺を新たに
加えて、改めて予測・評価すべきである。 

 
 

五の沢林道及び八の沢自然林周辺の主
要な眺望点については、配慮書では地域
住民の利用頻度が高いと考えられる「№6：
八幡町五の沢集落」を選定しておりますが、
ご意見を踏まえて五の沢林道の厚田丘陵
からの眺望点「№5：五の沢林道」を追加い
たしました。 

なお、配慮書において「主要な眺望点の
改変はない」と記載しておりますが、事業予
定地内にビューポイントとなるような主要な
眺望点が存在せず、眺望点そのものの改
変 はないという観 点 から記 載 をしておりま
す。 

5.最後に 
以上に述べたように、標記配慮書における最大の

問題は、風力発電事業が環境に及ぼす影響として
国内外で問題視されてきた健康被害と自然への悪
影響に関して、それぞれの本質に関する項目の調
査や予測をしない姿勢が諸所に認められる。例え
ば、健康被害に関しては、騒音・超低周波音の現況
において低周波音・超低周波音を調査していないこ
と、それらの被影響対象を極めて狭い範囲に限定し
ていることなど、一方、自然への影響については、鳥
類を初めとして移動性の高い動物の既存文献調査
を極めて狭い地域に限定して予測評価していること
など、この配慮書に認められる姿勢は、環境影響評
価の本質に関わって大きな欠陥であると判断する。
さらに、実際に騒音レベルの予測値が高いこと、事
業予定地が単なる遊休地ではなく、水源涵養林や

配慮書における複数案（A案、B案）は、
事業計画の初期検討段階として、複数案に
よる環境影響の違い、並びに本事業におい
て配慮すべき事項の方向性を把握すること
を目的として設定したものであり、事業計画
として決定した案を示したものではありませ
ん。 
 配慮書手続の目的は、「事業の実施によ
る重大な環境影響の回避・低減を図ること」
とされており、配慮書においては、環境影響
との関連が大きい風力発電機の存在や地
形の直接改変といった要因に着目し、「騒
音及び超低周波音」、「地形及び地質」、
「風車の影」、「動物」、「植物」、「生態系」
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自然を楽しむ格好の場であることなどを考慮すると、
私たちは即座に計画中止を求めざるを得ないと考え
ており、事業者の環境影響評価においては、まさに
真摯な対応を望むところである。 

また、配慮書の公告において、事業者の著作権
を主張する余り、紙媒体・印刷物として住民や一般
の方が読みやすい方法を採らなかったので、一面で
は、環境影響評価法の趣旨に基づく住民および一
般の方からの意見提出を減少させようとした事業者
主体の論理だけが感じられる。しかし、このような公
告方法は、環境影響評価法の趣旨に基づくと、今
後に続くだろう方法書や準備書の公告の際には、決
して繰り返してはいけない大きな問題点と考える。善
処を求めるところである。 

他方で、本事業が目的とした「我が国のエネルギ
ー政策や温室効果ガスの削減に寄与」を主張される
のであれば、配慮書の公告においても堂々とした方
法を採用し、住民や一般の意見を堂々と受け取るべ
きであろう。 

及び「景観」を計画段階配慮事項として選
定しました。 

今後、準備書段階において、現地調査を
含めた現況把握や事前検討を行い、事業
計画や施工計画、環境保全措置を具体的
に検討、設計してまいります。その結果を踏
まえて、準備書において環境影響評価項
目の調査、予測及び評価の結果を記載い
たします。 

また、配慮書の縦覧にあたっては、公平
性、透明性を確保する観点から一定のルー
ル化が必要であり、本環境影響評価につい
ては、改正主務省令に規定されている一般
の意見の聴取の方法に準拠する形とさせて
いただきました。また、ウェブサイトへの掲載
にあたりましては、著作権保護等に関する
観点から、今回の電子縦覧方法に至りまし
たが、個別にご要請をいただいた方を対象
に、二次加工の防止等、環境影響評価図
書の著作権保護の観点からの取扱い（複
製、販売、貸与、他のホームページへの掲
載等）に関する留意事項にご承諾いただい
た上で、印刷可能な媒体でご提供させてい
ただきました。 
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38 インターネットで公開している方法書がプリントアウ
トできないのは、環境影響評価法で、広く一般から
の意見を求めるよう記載されているが、このことに反
するのではないか。パソコンの画面でしか見ることが
できないようにしていることで、意見を出し難くしてい
るように感じる。他社では要望すれば、印刷した方法
書等を有料で送付する例もある。対応の改善を求め
る。 

環境影響評価図書の著作権保護の観点
から、ウェブサイトへの掲載にあたっては編
集・印刷に制限をかけさせていただき、印刷
物のご提供も対応が難しいと判断いたしま
した。 

 

39 ・方法書の縦覧方法について 
インターネット・・・これを利用できる環境にない方

がいらっしゃるので困る。利用できても、紙媒体と違
い全体を一度に見る事ができず、大変不都合であ
る。また、見る事ができても、これを印刷することが適
わない様になっているので、時間のある時にじっくり
と見返すことができず、大変不便、不親切極まりな
い。 

市で縦覧・・・要約したもの1冊と、本体1冊が置い
てあったが、見に行った時に、他の方と重なり、本体
を見る迄に待っていなくてはならず、時間的にとても
厳しかった。また、こちらもコピーを取る事もできず、
本当に住民の意見をきく気持ちがあるとは、到底思
えない。 
また日中仕事をしている方は、市役所の開いてい

る時間帯に縦覧に行くなどは、無理である。仕事で
疲れ帰宅し、インターネットの画面と何時間も向き合
うなども 無理、無茶なことである。このことから、縦覧
の方法は、住民側にたちもっと真摯な態度で考えて
頂きたい。コピーも可にして欲しい。誠意が感じられ
ない。公の施設で土日も縦覧を望む。 

方法書の縦覧方法を検討した結果、公
平性、透明性の確保や縦覧物の管理の観
点から、環境影響評価法施行規則に規定
されている方法書の縦覧場所に準拠し、配
慮書と同様に、北海道庁、石狩市役所、当
別町役場を縦覧場所といたしました（北海
道庁、石狩市役所では本編及び要約書を2
部ずつ縦覧いたしました）。 

また、環境影響評価図書の著作権保護
の観点から、ウェブサイトへの掲載にあたっ
ては編集・印刷に制限をかけさせていただ
き、印刷物のご提供も対応が難しいと判断
いたしました。 

なお、準備書の縦覧にあたっては、より多
くの方がより利用しやすい縦覧場所を増設
するなど、対応を検討してまいります。 

40 ・石狩市における住民説明会について 
平成26年10月25日〈土)18:30～石狩市八幡コミ

ュニティセンターで行 われた、斐 太 工 務 店 による
「（仮称）八の沢風力発電事業に係る環境影響評価
方法書」に係る住民説明会は、住民の理解を得るた
めに設けられたとは言い難い、不十分な情報提供の
ものであった。 

住民側に配布された資料は、A3サイズの両面印
刷をした紙1枚だけであった。パワーポイントでの説
明は、説明量が多いということで「早口」で進められ、
聞き取ることも書き取ることも、非常に困難であった。
『方法書』を縦覧場所以外では紙媒体では見られな
かったので、住民説明会では懇切丁寧な説明があ
ると思っていたら、早口で進められ、デジカメ撮影は
禁止され、メモを取るため必要なテーブルのセッティ
ングがなく（事業者にはテーブルがあったが）、石狩
で行われた数度の風力発電所等の説明会のなかで
も、事業者側の準備・対応が最低な部類のものでし
た。 

これまでの縦覧中の住民説明会では、会場となっ
た所に環境影響評価方法書・準備書等を展示し、
より多くの住民の手に取って見てもらおうという姿勢
が見受けられたが、斐太工務店は全くそのような姿
勢は見られなかった。 

また、住民説明会の中で各種協議事項について
の質問があった。地元行政の石狩市がこの「（仮称）
八の沢風力発電事業に係る計画段階配慮書」に出
した意見について聞かれると、「知らない。」と答え
た。五の沢・八の沢地区の住民との協議を聞かれる
と、「近くに6件あり、話に行った。」と答えた。北電と
の協議をしているかと聞くと、「これからだ。」と答え

住民説明会は、縦覧している方法書の内
容を説明する場として開催させていただき、
方法書の主目的である環境影響評価項目
の選定並びに調査、予測及び評価の手法
について、パワーポイント及び配布資料を
用いて説明させていただきました。 

なお、説明会終了後に、説明会会場に
おけるアセス図書の展示、並びにテーブル
の設置についてご要望をいただいたため、2
回目の説明会（平成26年10月26日（日）西
当別コミュニティセンター）において対応さ
せていただきました。 

石狩市長意見に関しましては、説明会に
おいては、配慮書に対する北海道知事意
見の説明はあったが、なぜ石狩市長意見の
説明はないのか？というご質問に対して、
「環境影響評価法」に基づく手続きの流れ
をご説明させていただいた上で、石狩市長
意見は事業者には提出されず、北海道知
事意見の中で反映される、という主旨の回
答をさせていただきました。 

また、本事業については、近隣の自治会
や一部の住民の方を対象に、別途事業説
明を進めさせていただいております。 
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た。 
のちに、私の友人の五の沢地区の住民に事業者

から話があったか、と尋ねると、「家に尋ねては来て
いない。」とのことであった。十分ではない。 

住民説明会で、住民の納得を得るために、石狩
市との協議・近隣住民との協議・北電との協議が十
分に行われている旨を説明するのかと、思いきや、
そうではなかった。 

何のための説明会だったのか、非常に疑問であ
る。住民を説得する準備も対応もない説明会しか開
けないのだから、この計画は、環境影響評価手続き
を中止し、建設計画を取りやめるべきである。 

41 10/25 18:30から開かれた斐太工務店の説明会
に参加した。 

A3表裏の非常に簡単な資料が1枚配られた。 
説明は、環境管理センターの方から、早口で1時

間強あり。 
その後30分程の質問タイムで時間がきたので打ち

切られた。今回初めて資料を見た方もいるのに、こ
の時間で意見をすぐに出さねばならず、また 質問
も時間が無いという事で打ち切り、これで「説明会を
した」という事実をつくろうとしているとしか思えず、本
当に石狩市民を馬鹿にした、誠意のない態度に呆
れるばかりである。 

再度の説明会を強く求める（方法書についての）。

住民説明会は、縦覧している方法書の内
容を説明する場として開催させていただき、
方法書の主目的である環境影響評価項目
の選定並びに調査、予測及び評価の手法
について、パワーポイント及び配布資料を
用いて説明させていただきました。 

質疑応答につきましては、1時間強の限ら
れた時間ではありましたが、平成26年11月
20日（木）まで、意見書箱への投函または
事業者への郵送により、ご意見を聴取する
期間を設けさせていただきました。 
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騒音・超低周波音について 

№ 意見の概要 当社の見解 

42 騒音・超低周波音の解析には、測定値をそのまま
無処理で、1/3オクターブバンド中心周波数毎の音
圧レベルで、現況値と風車稼働後の予測値を表とグ
ラフで示した上で行ってほしい。また、測定点と予測
地点に風車の最寄りの住居そばを加えてほしい。最
寄り住居での値がどうなるかが直接的にわかる必要
がある。 

環境騒音は、20～8,000Hzを対象に等価
騒音レベル（LAeq）及び時間率騒音レベル
（LA5、LA50、LA95）を測定いたします。超低周
波音は、1～80Hzを対象にG特性音圧レベ
ル及び1/3オクターブバンド音圧レベルを測
定いたします。なお、解析にあたっては、環
境の騒音や超低周波音として相応しくない
特異的な音は除外処理をします。 

また、準備書における予測結果の整理と
しては、騒音及び超低周波音の現況値と予
測値を表で示し、超低周波音の1/3オクタ
ーブバンド音圧レベルについてはグラフでも
示します。 

なお、五の沢集落では、工場等の特異的
な騒音の発生源はみられないことから、五の
沢ふれあい研修センター敷地内において、
五の沢集落（近隣住居）を代表する環境騒
音及び超低周波音を測定します。風車によ
る騒音及び超低周波音については、近隣
住居を対象に予測を行います。 

43 現況（暗騒音）測定を行う際には、騒音領域だけで
なく、必ず超低周波音領域（20Hz以下）も含めるこ
と。 

環境騒音は、20～8,000Hzを対象に等価
騒音レベル（LAeq）及び時間率騒音レベル
（LA5、LA50、LA95）を測定いたします。超低周
波音は、1～80Hzを対象にG特性音圧レベ
ル及び1/3オクターブバンド音圧レベルを測
定いたします。 

44 測定器のマイクロフォンに当る風雑音が問題視さ
れている。暗騒音の測定は「無風時」に、またデータ
は「1/3オクターブバンドで分析し、LeqではなくL95で
示す」統計処理に従い、その結果をグラフ化すること
（北海道環境影響評価審議会での要請項目）。 

環境騒音は、20～8,000Hzを対象に等価
騒音レベル（LAeq）及び時間率騒音レベル
（LA5、LA50、LA95）を測定いたします。超低周
波音は、1～80Hzを対象にG特性音圧レベ
ル及び1/3オクターブバンド音圧レベルを測
定いたします。 

なお、風の影響を受けやすいとされる超
低周波音の測定は、「低周波音の測定方
法に関するマニュアル」（平成12年10月、環
境庁）に準拠し、精密騒音計（NL-62）に全
天候型防風スクリーンを装着し、さらに、円
筒型ウレタンフォームで囲み、風の影響を
受けないように配慮して行います。マイクロ
フォンは、極力地表面に近づけて設置し、
強風時を避けて測定を行います。また、明ら
かに風雑音の影響と考えられる測定値がみ
られる場合は、除外して解析を行う考えで
す。 

45 風車の機種の決定に関しては、メーカーに対して
「音響パワーレベルの値」についての信頼できる情
報を提供させ、「方法書」段階でも公開すること。 

風力発電機の音響パワーレベルは、準
備書段階で選定する機種のメーカー値を用
いて予測を行う考えです。また、風力発電
機の音響パワーレベルは、予測の結果を示
す準備書にて記載いたします。 

46 各 調 査 地 点 での風 車 群 からの予 測 値に関して
は、周波数ごとの重みをつけない、1/3オクターブバ
ンド中心周波数ごとの分析データをグラフ化し、各
周波数帯域での暗騒音との比較を行い、現況の音
環境に重大な影響が認められるのかどうかを住民に
分かりやすく説明すること。 

騒音については、環境基準が設定されて
いる等価騒音レベル（LAeq）で予測を行いま
す。超低周波音については、G特性音圧レ
ベル及び1/3オクターブバンド音圧レベルで
予測を行います。1/3オクターブバンド音圧
レベルについては、現況値と予測値をグラ
フでも示します。 

47 とりわけ騒音および超低周波音問題に関しては、
詳細な現況調査結果を具体的に記述すべきであ

騒音 及び超 低周 波 音の現況 調 査及 び
予測は、方法書の調査及び予測の手法に
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№ 意見の概要 当社の見解 

る。 
騒音および超低周波音の現況調査はすぐにでも

実施できたと考える。騒音および超低周波音の現況
（暗騒音）調査について、方法書では「計画熟度に
応じて」と記しているが、調査を行う意思さえあれば、
調査地点を広い範囲で設定し、いつでも測定を開
始できたはずである。また、風車の機種選定につい
ても、選択が限られているので、早々に決定し、設置
点を決め、各調査地点での減衰予測値を算出する
ことだけであるならば、長い時間は要しなかったはず
である。 

方法書では、以上の調査・測定結果を評価し、北
海道知事意見に応じて、「本事業の構造・配置又は
位置・規模の決定に反映すること」あるいは「再検討
すること」を実施し、方法書にその内容を記載すべき
であった。 

基づき実施し、その結果は準備書に記載い
たします。 

また、見解15の【本方法書における風力
発電設備等の配置等の考え方について】に
記載しましたとおり、風力発電設備等の配
置については、計画熟度が高まり、環境ア
セスメント（調査、予測）の結果を把握できる
準備書段階において、総合的な観点から
検討を行った上で決定していくことが適切
であると考えることから、その結果について
は準備書で記載いたします。 

 
 

48 私たちは、騒音および超低周波音に関して、配慮
書に対する意見を多く述べたが、以下の意見（№48
～51）を新たに追加したい。 
1）現況の暗騒音測定を行う際には、騒音領域だけ
でなく、必ず超低周波音領域（20Hz以下）を含める
こと。 

見解43をご参照ください。 
 

49 2）測定器のマイクロフォンに当る風雑音が問題視さ
れるので、暗騒音の測定は「無風時」に、またデータ
は「1/3オクターブバンドで分析し、ＬeqではなくＬ95で
示す」統計処理に従い、その結果をグラフ化するこ
と。 

見解44をご参照ください。 
 

50 3）風車の機種の決定に関しては、メーカーに対して
「音響パワーレベルの値」について信頼できる情報
を提供させ、改めての方法書段階で公開すること。 

見解45をご参照ください。 
 

51 4）各調査地点での風車群からの予測値に関して
は、周波数ごとの重みをつけずに、1/3オクターブバ
ンド中心周波数ごとの分析データをグラフ化し、各
周波数帯域での暗騒音との比較を行い、現況の音
環境に重大な影響が認められるのかどうかを住民に
分かりやすく説明すること。 

見解46をご参照ください。 

 

 

水質について 

№ 意見の概要 当社の見解 

52 水質調査地点に五の沢池貯水池を加えるべきで
ある。周辺の農地ヘ供給される水の水質は重要であ
る。 

今後の詳細な施工計画の検討、設計に
伴い、五の沢池に工事中の排水が流入す
る場合には、その流入前の地点において水
質調査（SS）の実施を検討します。 
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動物・植物・生態系について 

№ 意見の概要 当社の見解 

53 本方法書に記載されている対象事業実施区域
は、春と秋におけるマガンとコハクチョウの重要な渡
りコース上にあります。対象事業実施区域から南東
に250メートルほど離れた五の沢地区の田んぼには
毎春、必ずコハクチョウの群れが飛来し、採餌する
姿を確認しています。 

コハクチョウは昼夜を問わずに飛行するものが多
いですが、特に夜間は飛行中に風車のブレードが
見にくくなり、事前に風車を回避する行動が取りにく
いことから、バードストライクが生じる危険性が高いと
考えます。 

また、対象事業実施区域から東北東に20キロほ
どの宮島沼を中継地とするマガン（2011年4月29日
記録時最大羽数73,085羽）が同様に毎春、対象事
業実施区域の周辺田畑で採餌する姿を確認してい
ます。一方、マガンは採餌場所の周辺に風車が建
つと、その利用を避けるようになる生息地放棄が生じ
やすい鳥種です。 

さらに、対象事業実施区域の周辺ではオジロワシ
の生息が確認されています。オジロワシは日本だけ
でなく世界的にも希少な鳥類でありながら、行動生
態的にバードストライクが生じてしまうことが多い鳥
で、実際に日本でもこれまでに約40羽のオジロワシ
が犠牲になっています。 

以上のことから、上記のような希少鳥類が本計画
によって設置される発電用風車による影響を受けな
いよう対象事業実施区域の位置の見直しを求めつ
つ、当該環境影響評価方法書に対して下記（№54
～62）のように意見を述べるものです。 

事業予定地周辺は、マガンやコハクチョ
ウ等の渡り鳥、オジロワシ等の希少猛禽類
が確認されている地域であることを踏まえ、
現地調査により生息状況や生息環境の現
況を把握いたします。また、飛翔高度、飛翔
軌跡の調査を行い、これらの調査により得ら
れたデータを用いて、衝突率の計算を行う
計画です。 

その結果を踏まえて、風力発電設備等の
配置等の事業計画や環境保全措置の内容
を具体的に検討、設計し、環境影響の回避
又は低減に配慮した事業を展開したいと考
えております。 

 

54 ・対象事業実施区域で確認されている希少鳥類に
ついて 
 対象事業実施区域（以下、計画区域という。）周辺
で、下記の希少鳥類の生息が確認されており、それ
ぞれ種の保存法および文化財保護法に指定され、
また、レッドリスト（環境省 2012）およびレッドデータ
ブック（北海道2001）に掲載されている。そのことか
ら、一般鳥類のみならず、下記の希少鳥類について
も、風力発電施設の建設が与える影響を評価、予
測するための調査計画が必要である。 
＜マガン＞ 

・ 文化財保護法 天然記念物指定種 
・ 環境省 レッドリスト 準絶滅危惧種 
・ 北海道 RDB 希少種 

＜コハクチョウ＞ 
・北海道 RDB 希少種 

＜オジロワシ＞ 
・ 種の保存法 国内希少野生動植物種 
・ 文化財保護法 天然記念物指定種 
・ 環境省 レッドリスト 絶滅危惧IB類 
・ 北海道 RDB 絶滅危惧種 

〔参考資料〕 
・文化財保護法（法律 第214号） 
・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に

関する法律（法律第75号） 
・環境省.2006.改訂・日本の絶滅のおそれのある

野生動物－レッドリスト－鳥類.東京 
http://www.env.go.jp/press/file_view.php?se
rial=8929&hou_id=7849 

・北海道.2001.北海道の希少野生動物 北海道
レッドデータブック2001.北海道 

方法書ｐ.191に示したとおり、猛禽類（繁
殖期、越冬期）及び渡り鳥（春季、秋季）の
調査を計画しています。具体的には、マガ
ン、コハクチョウ等の渡り鳥については、気
象や周辺飛来地での渡りについての既存
資料による情報を考慮し、秋季（10～11月）
は月1回3日間、春季（3～4月）は月1回3日
間、4定点で行う予定です。調査時間はい
ずれも日の出前2時間～日の入後2時間を
行う予定です。 
 また、オジロワシ等の希少猛禽類について
は、繁殖期（4～8月）は月1回3日間、調査
時間は早朝～8時間以上、5定点で行う予
定です。越冬期（12～2月）は月1回3日間、
調査時間は日中の8時間以上、5定点で行
う予定です。 
 さらに、これらの種の衝突率計算に必要な
飛翔高度、飛翔軌跡の調査を行い、これら
の調査により得られたデータを用いて、衝突
率の計算を行う計画です。 

渡り鳥及び希少猛禽類の調査は基本的
にこれらの方法で実施しますが、猛禽類及
び渡り鳥の出現状況等により、必要に応じ
て適宜、補正を行ってまいります。 
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№ 意見の概要 当社の見解 

55 ・現地調査（鳥類）について 
1）全体的に大まかな鳥類調査の方法を示している
が、調査回数および観察幅を示していないので、そ
れらを明 確 に記 載 すべきである。調 査 期 間 は「春
季、初夏期、夏季、秋季、冬季及び希少猛禽類（繁
殖期、越冬期）、渡り鳥（春季、秋季）」と示されてい
るが、計画地における鳥の情報が少ないため、その
他の時期も対象としてできるだけ毎月調査するもの
とし、それを最低でも2年間実施して、鳥類の情報を
詳しく把握すべきである。 
 

方法書では、調査期間は鳥類の出現の
季節 変動 等 を考慮して季節で示していま
す。実際の調査にあたっては、年による気
候変動も考慮し、鳥類の情報を詳しく把握
するために適切と考えられる調査時期を設
定する予定です。 

鳥類調査のうち、ラインセンサス法、定点
センサス法、任意調査、空間飛翔調査につ
いては春季、初夏季、夏季、秋季、冬季の
計5回実施する計画です。また、夜間調査
はフクロウ等の繁殖期にあたる春季、初夏
季、夏季の計3回実施する計画です。 

観察幅は、ラインセンサス法は調査ルート
の片側25mの範囲、その他の調査項目は、
種が判別（目視、鳴き声、双眼鏡等による）
できる範囲で出現した鳥類を記録いたしま
す。 

希少猛禽類は、繁殖期（4～8月）、越冬
期 （ 12 ～ 2 月 ） 、 渡 り 鳥 は 、 秋 季 （ 10 ～ 11
月）、春季（3～4月）に行う予定です。 

鳥類相については、各手法で記録された
鳥類を総合して整理し、より正確な分布状
況の把握に努めます。 

鳥類調査は基本的にこれらの方法で実
施しますが、鳥類の出現状況等により、必
要に応じて適宜、補正を行ってまいります。 

56 2）ラインセンサス法について 
計 画 区 域 周 辺 には森 林 、住 宅 地 、農 耕 地 、田

圃、草地、農業用水池などの環境が存在する。鳥類
の繁殖状況を把握するためには、現存する環境要
素をできるだけセンサスコースに含める必要がある
が、方法書に記されている4ルートには住宅地や田
圃の一部分が含まれていない。そのため、すべての
環境要素を網羅できるようにルートの設定を見直す
べきである。なお、１年間を通じて、毎月調査を実施
し、1つのコースにつき、6回のセンサスを行うことで1
回の調査とし、2年間実施すること。 
 

ラインセンサス調査ルートについては、道
道527号線に沿って設定したL1にて、畑、
水田環境を網羅しています。住宅地につい
ては、調査範囲内には、住宅地のルートとし
て設定できるような広範囲に渡る住宅地は
存在しないため、任意調査で住宅地の鳥類
は把握する予定です。 

調査回数については、「自然環境アセス
メント技術マニュアル」（財団法人 自然環
境研究センター）、「風力発電のための環境
影響評価マニュアル(第2版)」（独立行政法
人 新エネルギー・産業技術 総合 開発 機
構）等を参考に、春季、初夏期、夏季、秋
季、冬季の5回を計画していますが、各調査
回には、各ルートの調査を、時間を変えて2
回ずつ行い、記録の漏れがないよう配慮い
たします。 

ラインセンサス調査は基本的にこれらの
方法で実施しますが、鳥類の出現状況等に
より、必要に応じて適宜、補正を行ってまい
ります。 

57 3）定点センサス法について 
ルートの設定は上記と同様に見直しを行うこと。１

ルートにつき200ｍ間隔で地点を設定して、10分間
ポイントセンサスを行う。（例えば、1ルートが2㎞の場
合、10地点）。確認種数が飽和した時点で1回の調
査とすることとし、観察幅を明記しておくこと。なお、
調査は2年間実施すること。 

 

定点センサス調査地点については、事業
予定地及び周辺の主要な環境を網羅でき
るように設定しています。 

調査回数については、「自然環境アセス
メント技術マニュアル」（財団法人 自然環
境研究センター）、「風力発電のための環境
影響評価マニュアル(第2版)」（独立行政法
人 新エネルギー・産業技術 総合 開発 機
構）等を参考に方法書に示したとおり、春
季、初夏期、夏季、秋季、冬季の5回を計
画していますが、各調査回には、各地点の
調査を、時間を変えて2回ずつ行い、観察さ
れる種の出現の変動幅を考慮いたします。 

定点センサス調査は基本的にこれらの方
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法で実施しますが、鳥類の出現状況等によ
り、必要に応じて適宜、補正を行ってまいり
ます。 

58 4）任意調査について 
調査回数、観察幅が示されていないので、明確に

記載すべきである。調査期間は「春季、初夏期、夏
季 、秋 季 、冬 季 及 び希 少 猛 禽 類 （繁 殖 期 、越 冬
期）、渡り鳥（春季、秋季）」と示しているが、計画地
における鳥の情報が少ないため、その他の時期も対
象としてできるだけ毎月調査するようにし、それを最
低でも2年間実施して、鳥類の情報を詳しく把握す
べきである。 

 

任意調査については、「自然環境アセス
メント技術マニュアル」（財団法人 自然環
境研究センター）、「風力発電のための環境
影響評価マニュアル(第2版)」（独立行政法
人 新エネルギー・産業技術 総合 開発 機
構）等を参考に方法書に示したとおり、春
季、初夏季、夏季、秋季、冬季の計5回実
施する計画です。観察幅は、観察地点及び
出現した鳥類により異なるため、種が判別
できる範囲で出現した鳥類を記録いたしま
す。 

鳥類相については、他の手法で記録され
た鳥類も総合して整理し、より正確な分布
状況の把握に努めます。 

任意調査は基本的にこれらの方法で実
施しますが、鳥類の出現状況等により、必
要に応じて適宜、補正を行ってまいります。 

59 5）希少猛禽類の調査について 
繁殖の可能性があると判断した場合において調

査すると記されている。一方、これまでにバードストラ
イクの事例があるオジロワシやオオワシが計画地周
辺で越冬することを確認している。特にオジロワシは
バードストライクの影響を大きく受ける鳥種である。そ
のため、「猛禽類保護の進め方」（環境省自然保護
局野生生物課編、2012年）や環境省の野生生物保
護対策検討会オオワシ・オジロワシ保護増殖分科会
資料を参考に、2営巣期を含めた2年間はそれぞれ
の種の生息状況を網羅できる調査を行うべきであ
る。 

 

猛禽類については、「自然環境アセスメン
ト技術マニュアル」（財団法人 自然環境研
究センター）、「風力発電のための環境影響
評 価 マニュアル(第 2版 )」（独 立 行 政 法 人
新エネルギー・産業技術総合開発機構）等
を参考に、方法書に示したとおり繁殖期及
び越冬期に調査を行う計画です。 

具体的には、繁殖期（4～8月）は月1回3
日間、調査時間は早朝～8時間以上、5定
点で行う予定です。越冬期（12～2月）は月
1回3日間、調査時間は日中の8時間以上、
5定点で行う予定です。 

これら調査を、オジロワシ・オオワシをはじ
め他の希少猛禽類も対象に、2営巣期を含
めた期間で調査を実施する予定です。 

希少猛禽類の調査は基本的にこれらの
方法で実施しますが、猛禽類の出現状況
等に、必要に応じて適宜、補正を行ってま
いります。 

60 6）渡り鳥調査について 
渡り鳥調査については具体的な時期が示されて

いないが、春季は3～5月、秋季は8～11月とし、この
期間は1週間連続した観察を1回の調査として月2
回、または3日間連続した観察を1回の調査として月
4回、2年間実施すること。なお、観察幅は対象種に
応じて設定する。 
 また、空間飛翔調査を行い、出現種、個体数、高
度、時刻、行動状況等を記録すべきである。詳しく
は当会で出版している「野鳥保護資料集第26集」を
参考に、調査の目的や対象種に応じた適切な調査
時間、観察幅等を設定する。高度区分は風力発電
機の規模に応じて具体的に明示する。飛翔高度に
ついては、正確に把握するためにレーザー距離計を
使用する。 
 

渡り鳥調査については、「自然環境アセ
スメント技術マニュアル」（財団法人 自然
環境研究センター）、「風力発電のための環
境影響評価マニュアル(第2版)」（独立行政
法人 新エネルギー・産業技術総合開発機
構）等を参考に、方法書に示した計画として
います。 

渡り鳥は、気象や周辺飛来地での渡り動
向を考慮し、秋季（10～11月）は月1回3日
間、春季（3～4月）は月1回3日間、4定点で
行う予定です。調査時間はいずれも日の出
前2時間～日の入後2時間を行う予定です。

渡り鳥の調査は基本的にこれらの方法で
実施しますが、渡り鳥の出現状況等により、
必要に応じて適宜、補正を行ってまいりま
す。 
 また、空間飛翔調査については、調査地
域及びその周辺の3箇所に調査地点を設
定 し、飛 翔 する鳥 類 の種 名 、個 体 数 、高
度、時刻を記録いたします。 

高度については、「鳥類等に関する風力
発電施設立地適正化のための手引き」等を
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参考に実際の風力発電機の規模をもとに
高度区分（ブレード回転域より下、ブレード
回転域、ブレード回転域より上の3区分）を
設定し、鳥類の通過状況を記録する予定で
す。 

61 ・動物の予測の手法について 
分布または生息環境の改変の程度を予測する方

法が、方法書には詳細に記載されていない。どのよ
うな手法を用いて予測を行うのか、具体的に記載す
べきである。その際に引用した文献などについてもあ
わせて記載する。 

また、重 要な種 及 び地 域 個 体 群 へ影 響につい
て、その種類、箇所、程度を具体的に記載する。さら
に、環境保全対策についても具体的に明記する。な
お、鳥類にとって回避が難しいと考えられる影響が
予測される場合、建設を中止することが最善の保全
対策であることを明言すべきである。 
 

予測手法は、「自然環境アセスメント技術
マニュアル」（財団法人 自然環境研究セン
ター）、「風力発電のための環境影響評価
マニュアル(第2版)」（独立行政法人 新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構）等を参
考に以下のとおり行います。 

生息環境の改変については、重要な種
の生息環境と本事業による改変区域の重
ね合わせ、並びに環境保全措置の内容か
ら、影響の程度を予測します。 

具体的には、改変区域面積を基に、調
査地内の各植生の改変割合を算出します。
その値を基に、重要な種の生息環境がどれ
だけ改変されるかを推定します。合わせて、
調査結果に応じて環境保全措置を検討し、
その保全措置の効果も踏まえて、影響の程
度を予測します。 

62 ・動物の評価の手法について 
鳥類にとって回避が難しいと考えられる影響が予

測される場合、建設を中止することが最善の保全対
策であることを明言すべきである。 

鳥類の重要な渡り等への影響の回避が
難しいと予測された場合は、その影響を、極
力、低減するために一部の風車の位置を変
更する等の次善策を検討してまいります。 

63 石狩は大陸からの渡り鳥のルートにもなっている。
ここもコハクチョウ、ガンなどの通路ときいている。ま
た、11月初旬にこの地に行った時にオジロワシも確
認した。何かの群れも確認した。もちろんカケス、ヒヨ
ドリ、その他の鳥も確認をした。僅か30分程であった
が豊かな自然である。きちんとした鳥類の調査、期
間、時間、日数などを強く望みます。 

 

方法書に示しましたとおり、一般鳥類、希
少猛禽類及び渡り鳥の調査を行う計画で
す。調査方法については、計画地の鳥類の
生息状況を適切に把握できるように「自然
環境アセスメント技術マニュアル」（財団法
人 自然環境研究センター）、「風力発電の
ための環境影響評価マニュアル(第2版)」
（独立行政法人 新エネルギー・産業技術
総合開発機構）等を参考として計画いたし
ました。 

鳥類調査のうち、ラインセンサス法、定点
センサス法、任意調査、空間飛翔調査につ
いては春季、初夏季、夏季、秋季、冬季の
計5回実施する計画です。また、夜間調査
はフクロウ等の繁殖期にあたる春季、初夏
季、夏季の計3回実施する計画です。 

希少猛禽類は、繁殖期（4～8月）、越冬
期 （ 12 ～ 2 月 ） 、 渡 り 鳥 は 、 秋 季 （ 10 ～ 11
月）、春季（3～4月）に行う予定です。 

鳥類相については、各手法で記録された
鳥類を総合して整理し、より正確な分布状
況の把握に努めます。 

64 動物については（特にコウモリ）、夜間の調査をき
ちんと行って頂きたい。 

 

方法書に示しましたとおり、コウモリ類の
調査を計画しています。 

コウモリ類については、風車建設予定地
点及び周辺の主要な環境を網羅する地点
でバットディテクター調査を行い、広域的な
コウモリ類 の分 布 状 況 を把 握 する計 画 で
す。また、夕方から夜間にカスミ網等による
捕獲調査を合わせて実施し、コウモリ類の
種相の把握に努める計画です。 
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